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資料１ 



 



   

平
成
２
８
年
度

 
産
業
労
働
部
の
重
点
施
策
に
つ
い
て

 

≪
『
あ
き
た
未
来
総
合
戦
略
』
と
『
Ｔ
Ｐ
Ｐ
』
を
見
据
え
た
産
業
振
興
に
よ
る
仕
事
づ
く
り
≫

 
≪
県
内
企
業
の
競
争
力
強
化
と
海
外
展
開
の
推
進
≫
 

産
 業

 労
 働

 部
 

施
策
１

 
企
業
の
経
営
基
盤
の
強
化
と
地
域
産
業
の
振
興

 

【
ポ
イ
ン
ト
】
 

▼
中
小
企
業
振
興
条
例
・
関
連
施
策
の
普
及
啓
発
の
推
進
（
中
小
企
業
支
援
団
体
と
連
携
し
た
き
め
細
か
な
情
報
提
供
）
 

▼
中
小
企
業
へ
の
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
両
面
に
対
す
る
支
援
（
が
ん
ば
る
中
小
企
業
応
援
事
業
に
よ
る
新
た
な
取
組
支
援
）
 

▼
競
争
力
の
強
化
に
向
け
た
人
材
面
で
の
支
援
（
企
業
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
等
の
採
用
に
向
け
た
支
援
）
 

▼
企
業
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
資
金
繰
り
支
援
（
制
度
融
資
の
金
利
引
き
下
げ
）
 

▼
地
域
資
源
を
活
用
し
た
産
業
振
興
（
伝
統
的
工
芸
品
等
の
海
外
展
開
支
援
、
食
品
事
業
者
の
生
産
・
経
営
基
盤
の
強
化
）
 

▼
円
滑
な
事
業
承
継
の
促
進
（
事
業
承
継
支
援
機
関
と
連
携
し
た
き
め
細
や
か
な
支
援
、
後
継
者
の
育
成
支
援
）
 

 ◆
企
業
の
経
営
基
盤
の
強
化

 
 ○

 中
小
企
業
振
興
条
例
推
進
事
業
   

 
    

 4,
2
76

千
円
 

○
 が

ん
ば
る
中
小
企
業
応
援
事
業
   

    2
48,

6
01

千
円
 

拡
 
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
活
用
促
進
事
業
 
   

 
   

 
  
  
   

 
  
  
 7
,
500

千
円
 

 
  
  
(

5
1,092

千
円
) 

○
 中

小
企
業
振
興
資
金
貸
付
事
業
   

 28,
6
81,

544
千
円
 

 

○
 経

営
安
定
資
金
貸
付
事
業
  
 
     39,4

27,042
千
円
 

○
 新

事
業
展
開
資
金
貸
付
事
業
 
     

 4,8
33,582

千
円
 

○
 県

単
機
械
類
貸
与
事
業
 
 
 

    
 1,

598,867
千
円
 

○
 企

業
競
争
力
強
化
事
業
    

 
     

 
  
 88,383

千
円
 

○
 産

業
デ
ザ
イ
ン
活
用
促
進
事
業
    

 
  
 14,818

千
円
 

○
 技

術
支
援
加
速
化
事
業
    

      
 
  
 10,736

千
円
 
 

◆
地
域
産
業
の
振
興

 

拡
 
伝
統
的
工
芸
品
等
振
興
事
業
  
 
   

    
1
0,
410

千
円
 

 
  
 
 
  
  
  
 
 
   

 
  
  
    

  
(

12,487
千
円
) 

○
 
食
品
事
業
者
基
盤
強
化
事
業
  
 
   

   
 2
1,
357

千
円
 

○
 
提
案
型
地
域
産
業
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
事
業
  
2
1,2

93
千
円
 

◆
中
小
企
業
の
事
業
承
継
や
事
業
再
生
の
支
援

 

○
 事

業
承
継
推
進
事
業
 
 
   

 
     

 
    2

0,602
千
円
 

○
 新

事
業
展
開
資
金
貸
付
事
業
（
再
掲
）
 

 
（
う
ち
事
業
承
継
資
金
貸
付
事
業
）
   

  25
5,466

千
円
 

○
 再

建
企
業
特
別
融
資
事
業
 
 
   

  
 
   

 
   456

千
円
 

 

施
策
２

 
秋
田
の
成
長
を
牽
引
す
る
企
業
の
育
成
と
成
長
分
野
へ
の
新
た
な
事
業
展
開

 

【
ポ
イ
ン
ト
】
 

▼
地
域
経
済
を
牽
引
す
る
中
核
企
業
の
育
成
と
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
形
成
促
進
 

▼
産
業
技
術
セ
ン
タ
ー
の
も
つ
コ
ア
技
術
の
県
内
企
業
へ
の
移
転
に
よ
る
付
加
価
値
の
高
い
製
品
開
発
支
援
 

▼
成
長
分
野
へ
の
事
業
展
開
支
援
 

 
▽
自
動
車
産
業
（
人
材
育
成
や
Ｑ
Ｃ
Ｄ
の
向
上
に
向
け
た
支
援
、
取
引
拡
大
に
向
け
た
マ
ッ
チ
ン
グ
支
援
）
 

▽
航
空
機
産
業
（
一
貫
工
程
化
等
に
向
け
た
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
支
援
、
航
空
機
人
材
の
育
成
支
援
）
 

 
▽
医
療
福
祉
関
連
産
業
（
中
核
企
業
と
大
学
、
産
業
技
術
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携
に
よ
る
新
製
品
の
開
発
支
援
）
 

 
▽
情
報
関
連
産
業
（
新
規
立
地
等
の
支
援
、
高
度
情
報
関
連
技
術
者
の
育
成
、
ﾃﾞｰﾀﾋ

ﾞ
ｼﾞﾈ

ｽ
の
拠
点
化
の
促
進
）
 

▼
幅
広
い
年
代
や
Ａ
タ
ー
ン
希
望
者
へ
の
起
業
支
援
（
若
年
層
の
起
業
支
援
の
強
化
、
創
業
支
援
資
金
の
金
利
引
き
下
げ
）
 

▼
商
店
街
を
中
核
と
す
る
中
心
市
街
地
に
お
け
る
賑
わ
い
創
出
支
援
、
先
駆
的
な
商
業
者
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
強
化
 

◆
中
核
企
業
の
育
成
と
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出

 
○
 
も
の
づ
く
り
中
核
企
業
創
出
促
進
事
業
  
1
44,

516
千
円
 

○
 
先
導
的
技
術
等
開
発
支
援
事
業
 
    

  
 
28,

9
99

千
円
 

○
 
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
形
成
促
進
事
業
 
  
 
8,
2
10

千
円
 
     

 
  

新
 
あ
き
た
も
の
づ
く
り
創
生
事
業
 
   

 
   

 
34,10

9
千
円
 

◆
自
動
車
関
連
産
業
と
航
空
機
関
連
産
業
の
振
興

 
拡
 
自
動
車
産
業
強
化
支
援
事
業
  
    

     36,4
99

千
円
 

拡
 
航
空
機
産
業
強
化
支
援
事
業
 
 
     

  
  
 8,

5
73

千
円
 

 
  
 
 
   

 
  
 
    

 
  
  
    

  
(

補
正

2
91,

5
63

千
円
) 

 ◆
医
工
連
携
に
よ
る
医
療
機
器
関
連
産
業
の
育
成
 

○
 
医
療
福
祉
関
連
産
業
成
長
促
進
事
業
 
  
 
20,

701
千
円
 

◆
付
加
価
値
の
高
い
情
報
関
連
産
業
の
確
立
 

新
 
情
報
関
連
産
業
立
地
促
進
事
業
     

  
 
 13,735

千
円

 
拡

 
情
報
関
連
産
業
競
争
力
強
化
事
業
 
 
     18,149

千
円

 
新
 
あ
き
た
情
報
産
業
拠
点
形
成
事
業
(

補
正

 4,242
千
円

) 
○

 
情
報
関
連
産
業
振
興
事
業
   

 
     

  
 
  4,242

千
円

 
  ◆
起
業
の
促
進
と
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
の
振
興
 

拡
 
あ
き
た
起
業
促
進
事
業
    

 
     

 
  
  26,885

千
円

 
○

 新
事
業
展
開
資
金
貸
付
事
業
（
再
掲
）
 

  
（
う
ち
創
業
支
援
資
金
貸
付
事
業
）
    

 704,726
千
円

 
○

 商
業
活
性
化
・
ま
ち
づ
く
り
支
援
事
業
 
  

 3,716
千
円
 

○
 サ

ー
ビ
ス
産
業
ビ
ジ
ネ
ス
展
開
支
援
事
業
 
 3,000

千
円

 

施
策
３

 
「
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
立
県
秋
田
」
の
創
造
と
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
産
業
の
拠
点
化

 

【
ポ
イ
ン
ト
】
 

▼
本
県
を
フ
ィ
ー
ル
ド
と
す
る
効
率
的
な
風
車
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
人
材
育
成
シ
ス
テ
ム
の
構
築
 

▼
洋
上
風
力
発
電
の
導
入
促
進
と
「
あ
き
た
洋
上
風
力
発
電
関
連
産
業
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
を
通
じ
た
関
連
産
業
の
育
成
 

▼
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
取
組
推
進
に
向
け
た
産
学
官
に
よ
る
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
形
成
 

▼
地
熱
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
多
面
的
利
用
に
よ
る
地
域
振
興
に
向
け
た
調
査
・
検
討
 

▼
県
営
水
力
発
電
所
の
能
力
増
強
（
早
口
発
電
所
の
大
規
模
改
良
）
 

▼
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
産
業
の
創
出
・
育
成
の
促
進
 

◆
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
産
業
の
創
出
・
育
成
 

拡
 新

エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
創
出
･育

成
事
業

    29,329
千
円
 

○
 早

口
発
電
所
大
規
模
改
良
事
業
        

737,396
千
円
 

◆
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
産
業
の
拠
点
化
 

○
 環

境
・
リ
サ
イ
ク
ル
産
業
集
積
促
進
事
業
  49,840

千
円

 
○
 レ

ア
メ
タ
ル
等
リ
サ
イ
ク
ル
資
源
特
区
推
進
事
業
 

                                     7,634
千
円

 

施
策
４

 
海
外
取
引
の
拡
大
と
産
業
拠
点
の
形
成

 

【
ポ
イ
ン
ト
】
 

▼
Ｔ
Ｐ
Ｐ
を
見
据
え
た
県
内
企
業
の
海
外
展
開
支
援
（
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
に
お
け
る
海
外
展
開
の
サ
ポ
ー
ト
、
海
外
展
示
会

へ
の
出
展
や
海
外
拠
点
の
設
置
に
向
け
た
支
援
）
 

▼
秋
田
港
の
利
用
拡
大
と
物
流
拠
点
化
の
促
進
（
秋
田
港
コ
ン
テ
ナ
取
扱
量
拡
大
に
向
け
た
荷
主
奨
励
金
制
度
の
拡
充
）
 

▼
東
ア
ジ
ア
等
と
の
経
済
交
流
の
拡
大
（
企
業
間
交
流
の
促
進
、
ロ
シ
ア
沿
海
地
方
に
ビ
ジ
ネ
ス
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
配
置
）
 

▼
成
長
が
見
込
ま
れ
る
分
野
の
誘
致
活
動
の
推
進
と
本
社
機
能
等
の
移
転
促
進
、
工
業
団
地
造
成
に
よ
る
企
業
進
出
の
促
進
 

◆
東
ア
ジ
ア
等
と
の
ビ
ジ
ネ
ス
拡
大
と
物
流
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構
築
 

拡
 
県
内
企
業
海
外
展
開
支
援
事
業
        

 43,924
千
円
 

拡
 
環
日
本
海
物
流
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
推
進
事
業
 

                     
43,126

千
円
 

○
 東

ア
ジ
ア
経
済
交
流
強
化
事
業
        

 14,286
千
円
 

◆
企
業
誘
致
の
推
進
と
企
業
の
投
資
促
進
 

○
 企

業
立
地
促
進
事
業
               

4,361,484
千
円

 

拡
 
本
社
機
能
等
移
転
促
進
事
業
      

 
 

 92,846
千
円

 

○
 立

地
環
境
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
強
化
事
業
     6,701

千
円

 

○
 産

業
集
積
化
促
進
事
業
      

          12,132
千
円

 

○
 工

業
団
地
開
発
事
業
費
             1,067,215

千
円

 

施
策
５

 
秋
田
の
産
業
を
支
え
る
人
材
の
育
成

 

【
ポ
イ
ン
ト
】
 

▼
秋
田
の
産
業
を
支
え
る
若
者
の
育
成
（
県
内
企
業
の
情
報
発
信
、
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
の
提
供
、
職
場
見
学
会
の
実
施
、
女

子
学
生
を
対
象
と
し
た
交
流
会
の
開
催
）
 

▼
Ａ
タ
ー
ン
就
職
の
促
進
（
移
住
定
住
相
談
と
就
職
支
援
の
一
体
化
し
た
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
支
援
、
マ
ッ
チ
ン
グ
機
会
の
提
供
） 

▼
成
長
分
野
を
担
う
産
業
人
材
の
育
成
（
技
術
専
門
校
で
の
職
業
訓
練
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
充
実
）
 

 

◆
産
業
構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
産
業
人
材
の
育
成
 

○
 職

業
能
力
開
発
支
援
事
業
            419,538

千
円

 
 

◆
県
内
就
職
の
促
進
と
多
様
な
人
材
の
確
保
 

拡
 秋

田
を
支
え
る
人
材
確
保
支
援
事
業
      31,746

千
円

○
 県

内
就
職
促
進
事
業
                  42,096

千
円
 

新
 中

小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
機
能
強
化
支
援
事
業
 

                                   
 
12,185

千
円
 

  
1



 



産
 
業

 
労

 
働

 
部

１
　

製
造

業
（

工
業

製
品

）

提
言

の
１

　
独

自
の

も
の

づ
く

り
技

術
で

差
別

化
を

図
る

（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

企
画

振
興

部
継

産
学

官
連

携
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

事
業

（
秋

田
産

学
官

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

推
進

事
業

）

県
内

の
産

業
界

、
大

学
等

の
研

究
機

関
、

公
設

試
験

研
究

機
関

、
金

融
機

関
、

産
業

支
援

機
関

な
ど

か
ら

な
る

全
県

域
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
構

築
し

、
互

い
の

交
流

や
情

報
共

有
に

よ
り

産
学

官
連

携
を

推
進

す
る

。

1
2
,
9
1
9

産
業

労
働

部
継

中
小

企
業

振
興

条
例

推
進

事
業

（
中

小
企

業
振

興
委

員
会

運
営

事
業

）

秋
田

県
中

小
企

業
振

興
委

員
会

に
お

い
て

、
中

小
企

業
者

、
学

識
経

験
者

、
商

工
団

体
、

金
融

機
関

等
が

情
報

共
有

を
図

る
と

と
も

に
、

中
小

企
業

振
興

施
策

の
課

題
や

方
向

性
に

関
し

て
意

見
交

換
を

行
う

。

3
5
2

産
業

労
働

部
継

秋
田

県
中

小
企

業
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
会

議
の

開
催

秋
田

県
中

小
企

業
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
会

議
に

お
い

て
、

商
工

団
体

等
の

企
業

支
援

機
関

や
金

融
機

関
、

保
証

協
会

、
財

務
局

、
経

産
局

等
が

企
業

の
支

援
ツ

ー
ル

や
再

生
手

法
等

に
関

す
る

情
報

交
換

な
ど

を
行

う
。

1
0
4

企
画

振
興

部
継

知
的

財
産

総
合

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

事
業

（
知

的
財

産
活

用
促

進
事

業
）

知
的

財
産

権
の

活
用

を
促

進
す

る
た

め
、

県
が

保
有

す
る

特
許

権
等

を
わ

か
り

や
す

く
企

業
に

Ｐ
Ｒ

し
技

術
移

転
を

進
め

る
。

7
7

産
業

労
働

部
継

技
術

支
援

加
速

化
事

業
研

究
員

自
ら

が
県

内
企

業
を

訪
問

し
、

当
該

企
業

の
状

況
を

把
握

し
、

そ
れ

に
適

応
す

る
公

設
試

験
研

究
機

関
が

保
有

す
る

技
術

を
Ｐ

Ｒ
す

る
。

1
0
,
7
3
6

産
業

労
働

部
拡

あ
き

た
起

業
促

進
事

業

商
工

団
体

等
と

協
力

し
て

、
起

業
家

意
識

の
醸

成
、

起
業

準
備

、
起

業
、

起
業

初
期

の
各

段
階

を
貫

い
た

、
切

れ
目

の
な

い
起

業
支

援
を

県
内

各
地

で
実

施
す

る
。

2
6
,
8
8
5

産
業

労
働

部
継

新
事

業
展

開
資

金
（

創
業

支
援

資
金

）
県

内
で

新
た

に
事

業
を

開
始

し
よ

う
と

す
る

者
等

に
対

す
る

低
利

融
資

を
行

う
。

新
規
融
資
枠
　
1
5
億
円

金
利
引
き
下
げ
（
△
0
.
2
％
）

1
.
7
5
％
（
創
業
塾
等
修
了
者
・

A
タ
ー
ン
創
業
：
1
.
4
5
％
）

予
算

（
案

）
備

考
担

当
部

局
事

業
概

要
等

提
言

内
容

①
産

学
官

金
の

各
セ

ク
タ

ー
の

連
携

を
密

に
す

る
た

め
、

情
報

交
換

の
場

を
効

果
的

に
運

用
す

る
こ

と

②
公

設
試

験
研

究
機

関
等

が
所

有
す

る
特

許
の

実
施

許
諾

に
向

け
、

積
極

的
な

Ｐ
Ｒ

を
行

う
こ

と

経
済

活
性

化
・

雇
用

対
策

調
査

特
別

委
員

会
 
提

言
へ

の
対

応
に

つ
い

て

事
業

名

③
独

自
の

も
の

づ
く

り
技

術
を

埋
没

さ
せ

な
い

た
め

、
創

業
支

援
を

行
う

こ
と

2



提
言

の
１

　
独

自
の

も
の

づ
く

り
技

術
で

差
別

化
を

図
る

（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

産
業

労
働

部
継

が
ん

ば
る

中
小

企
業

応
援

事
業

意
欲

を
持

っ
て

自
社

の
競

争
力

強
化

に
取

り
組

む
企

業
の

新
た

な
取

組
を

ハ
ー

ド
・

ソ
フ

ト
の

両
面

か
ら

支
援

す
る

。
2
4
8
,
6
0
1

産
業

労
働

部
継

制
度

融
資

（
中

小
企

業
振

興
資

金
、

経
営

安
定

資
金

、
新

事
業

展
開

資
金

）
〔

一
部

再
掲

〕

事
業

拡
大

や
設

備
投

資
な

ど
企

業
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
資

金
繰

り
支

援
を

行
う

。

新
規
融
資
枠

中
小
企
業
振
興
資
金
 
3
3
3
億
円

経
営
安
定
資
金
　
　
 
2
6
5
億
円

新
事
業
展
開
資
金
　
 
 
8
4
億
円

金
利
引
き
下
げ
（
△
0
.
2
％
）

産
業

労
働

部
継

も
の

づ
く

り
中

核
企

業
創

出
促

進
事

業

中
核

企
業

候
補

認
定

企
業

に
対

し
、

技
術

開
発

や
試

作
品

開
発

等
に

必
要

な
経

費
や

販
路

開
拓

に
要

す
る

経
費

の
一

部
を

補
助

す
る

。
1
4
4
,
5
1
6

産
業

労
働

部
継

が
ん

ば
る

中
小

企
業

応
援

事
業

　
〔

再
掲

〕

意
欲

を
持

っ
て

自
社

の
競

争
力

強
化

に
取

り
組

む
企

業
の

新
た

な
取

組
を

ハ
ー

ド
・

ソ
フ

ト
の

両
面

か
ら

支
援

す
る

。
2
4
8
,
6
0
1

産
業

労
働

部
継

あ
き

た
企

業
応

援
フ

ァ
ン

ド
事

業
地

域
資

源
を

活
用

し
た

中
小

企
業

の
新

商
品

の
開

発
、

事
業

転
換

等
を

支
援

す
る

。

県
等
の
基
金
造
成
に
よ
る
(
公

財
)
あ
き
た
企
業
活
性
化
セ
ン

タ
ー
の
独
自
事
業
（
予
算
規

模
：
約
９
千
万
円
）

産
業

労
働

部
継

制
度

融
資

（
中

小
企

業
振

興
資

金
、

経
営

安
定

資
金

、
新

事
業

展
開

資
金

）
〔

再
掲

〕

事
業

拡
大

や
設

備
投

資
な

ど
企

業
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
資

金
繰

り
支

援
を

行
う

。

新
規
融
資
枠

中
小
企
業
振
興
資
金
 
3
3
3
億
円

経
営
安
定
資
金
　
　
 
2
6
5
億
円

新
事
業
展
開
資
金
　
 
 
8
4
億
円

金
利
引
き
下
げ
（
△
0
.
2
％
）

⑥
公

設
試

験
研

究
機

関
等

も
参

画
し

た
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

の
形

成
を

進
め

る
こ

と
産

業
労

働
部

継
先

導
的

技
術

等
開

発
支

援
事

業

成
長

が
見

込
ま

れ
る

産
業

分
野

の
技

術
・

製
品

等
の

開
発

主
体

と
な

る
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

の
形

成
・

活
動

を
促

進
す

る
と

と
も

に
、

県
内

企
業

が
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

を
形

成
し

て
行

う
技

術
・

製
品

等
の

開
発

を
支

援
す

る
。

2
8
,
9
9
9

⑦
売

れ
る

も
の

づ
く

り
を

進
め

る
た

め
、

「
あ

き
た

産
業

デ
ザ

イ
ン

支
援

セ
ン

タ
ー

」
の

機
能

を
拡

充
す

る
こ

と
産

業
労

働
部

継
産

業
デ

ザ
イ

ン
活

用
促

進
事

業

あ
き

た
産

業
デ

ザ
イ

ン
支

援
セ

ン
タ

ー
を

(
公

財
)
あ

き
た

企
業

活
性

化
セ

ン
タ

ー
の

本
来

業
務

と
し

て
位

置
づ

け
、

産
業

デ
ザ

イ
ン

の
活

用
を

県
内

企
業

支
援

の
観

点
か

ら
安

定
的

・
継

続
的

に
支

援
す

る
。

1
4
,
8
1
8

④
企

業
の

設
備

投
資

に
対

し
、

雇
用

を
要

件
と

し
な

い
支

援
を

行
う

こ
と

⑤
生

産
設

備
の

試
作

、
開

発
、

改
良

に
対

す
る

支
援

を
行

う
こ

と

提
言

内
容

備
考

予
算

（
案

）
担

当
部

局
事

業
名

事
業

概
要

等

3



提
言

の
１

　
独

自
の

も
の

づ
く

り
技

術
で

差
別

化
を

図
る

（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

⑧
産

学
官

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

に
よ

る
マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

を
促

進
す

る
こ

と
企

画
振

興
部

継

産
学

官
連

携
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

事
業

（
秋

田
産

学
官

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

推
進

事
業

）
　

〔
再

掲
〕

全
県

域
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

で
あ

る
秋

田
産

学
官

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
事

務
局

に
産

学
官

連
携

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

２
名

を
配

置
し

、
研

究
シ

ー
ズ

と
企

業
ニ

ー
ズ

の
マ

ッ
チ

ン
グ

に
よ

る
事

業
化

を
促

進
す

る
。

1
2
,
9
1
9

⑨
小

規
模

で
も

将
来

的
な

成
長

が
期

待
で

き
る

県
内

企
業

に
対

し
、

「
ト

ラ
イ

ア
ル

発
注

認
定

制
度

」
な

ど
に

よ
り

、
県

が
先

頭
に

立
っ

て
支

援
す

る
こ

と
産

業
労

働
部

他
県

の
取

組
事

例
を

収
集

し
、

効
果

や
課

題
を

分
析

し
て

い
く

ほ
か

、
県

内
企

業
の

新
商

品
の

情
報

発
信

な
ど

を
行

う
。

⑩
出

前
型

個
別

相
談

の
実

施
等

に
よ

り
、

技
術

支
援

に
関

す
る

相
談

機
能

を
強

化
す

る
こ

と
産

業
労

働
部

継
技

術
支

援
加

速
化

事
業

〔
再

掲
〕

研
究

員
自

ら
が

県
内

企
業

を
訪

問
し

、
当

該
企

業
の

状
況

を
把

握
し

、
そ

れ
に

適
応

す
る

公
設

試
験

研
究

機
関

の
技

術
の

紹
介

等
保

有
資

源
を

提
供

す
る

。
1
0
,
7
3
6

⑪
国

、
県

及
び

市
町

村
が

保
有

す
る

支
援

情
報

を
ト

ー
タ

ル
に

提
供

す
る

仕
組

み
を

構
築

す
る

こ
と

産
業

労
働

部
新

中
小

企
業

・
小

規
模

事
業

者
機

能
強

化
支

援
事

業

支
援

施
策

事
例

集
や

支
援

施
策

ガ
イ

ド
を

作
成

・
配

布
す

る
ほ

か
、

企
業

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

を
商

工
団

体
に

配
置

し
、

企
業

の
個

別
訪

問
に

よ
る

県
等

の
支

援
施

策
の

情
報

提
供

や
活

用
の

働
き

か
け

を
行

う
。

1
2
,
1
8
5

⑫
電

気
料

金
の

値
上

げ
等

に
よ

る
影

響
を

緩
和

す
る

た
め

の
支

援
を

行
う

こ
と

産
業

労
働

部

経
営

に
支

障
を

来
す

中
小

企
業

の
運

転
資

金
等

へ
の

支
援

を
行

う
た

め
、

こ
れ

ま
で

も
電

気
料

金
の

値
上

げ
や

消
費

税
増

税
時

に
お

い
て

、
制

度
融

資
の

要
件

緩
和

等
を

実
施

し
て

お
り

、
今

後
も

経
済

雇
用

情
勢

を
注

視
し

つ
つ

、
必

要
に

応
じ

て
対

応
を

検
討

す
る

。

備
考

提
言

内
容

担
当

部
局

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）

4



提
言

の
２

　
成

長
す

る
市

場
へ

の
販

路
開

拓
に

取
り

組
む

　
　

（
ア

）
県

外
市

場
の

販
路

開
拓

（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

①
県

外
企

業
の

技
術

ニ
ー

ズ
と

県
内

企
業

の
技

術
シ

ー
ズ

の
マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

を
行

う
こ

と
産

業
労

働
部

新
企

業
競

争
力

強
化

事
業

（
事

業
化

プ
ロ

デ
ュ

ー
ス

事
業

）

研
究

開
発

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

等
を

配
置

し
、

県
内

企
業

の
技

術
ニ

ー
ズ

と
シ

ー
ズ

の
マ

ッ
チ

ン
グ

や
技

術
相

談
等

の
支

援
を

行
う

。
3
7
,
1
4
8

②
県

外
企

業
の

発
注

情
報

の
収

集
や

提
供

、
取

引
の

斡
旋

及
び

展
示

会
や

製
品

発
表

会
な

ど
、

各
種

商
談

会
を

開
催

す
る

こ
と

産
業

労
働

部
継

企
業

競
争

力
強

化
事

業
（

販
路

拡
大

支
援

事
業

）

県
内

企
業

の
販

路
拡

大
を

図
る

た
め

、
首

都
圏

及
び

東
北

の
受

発
注

に
関

す
る

情
報

を
収

集
・

提
供

す
る

と
と

も
に

、
商

談
会

の
開

催
等

を
行

う
。

2
7
,
6
6
3

　
　

（
イ

）
　

海
外

市
場

の
販

路
開

拓
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

①
海

外
展

開
の

た
め

の
支

援
拠

点
を

設
置

す
る

こ
と

産
業

労
働

部
継

県
内

企
業

海
外

展
開

支
援

事
業

（
東

南
ア

ジ
ア

経
済

・
観

光
交

流
促

進
事

業
）

東
南

ア
ジ

ア
に

お
け

る
県

内
企

業
の

進
出

や
経

済
・

観
光

交
流

を
促

進
す

る
た

め
、

タ
イ

に
設

置
し

た
連

絡
デ

ス
ク

に
お

い
て

情
報

収
集

や
支

援
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

す
る

。

5
,
8
1
4

②
海

外
市

場
の

法
制

度
や

商
習

慣
等

に
関

す
る

情
報

を
提

供
す

る
こ

と
産

業
労

働
部

継
県

内
企

業
海

外
展

開
支

援
事

業
（

海
外

展
開

支
援

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

事
業

）

支
援

機
関

が
参

集
す

る
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
会

議
や

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
を

通
じ

て
、

各
支

援
機

関
が

有
す

る
関

連
情

報
の

共
有

や
情

報
発

信
を

行
う

。

2
5
0

③
海

外
市

場
に

参
入

し
て

い
る

企
業

の
体

験
談

を
共

有
す

る
仕

組
み

を
構

築
す

る
こ

と
産

業
労

働
部

継

県
内

企
業

海
外

展
開

支
援

事
業

（
海

外
展

開
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
事

業
）

〔
再

掲
〕

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
上

に
お

い
て

、
海

外
展

開
に

取
り

組
む

県
内

企
業

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

記
事

を
定

期
的

に
掲

出
し

、
成

功
事

例
の

共
有

化
や

情
報

発
信

を
行

う
。

2
5
0

観
光

文
化

ス
ポ

ー
ツ

部
新

ク
ー

ル
ア

キ
タ

食
の

輸
出

拡
大

支
援

事
業

民
間

事
業

者
の

シ
ン

ガ
ポ

ー
ル

店
舗

を
活

用
し

た
、

秋
田

の
食

の
Ｐ

Ｒ
の

参
加

事
業

者
等

に
対

し
、

補
助

を
実

施
す

る
。

6
0
,
5
9
7

産
業

労
働

部
拡

県
内

企
業

海
外

展
開

支
援

事
業

（
県

内
企

業
輸

出
促

進
応

援
事

業
）

海
外

へ
の

販
路

拡
大

等
を

目
指

す
県

内
企

業
が

行
う

国
際

見
本

市
や

商
談

会
等

へ
の

参
加

事
業

等
に

対
し

、
経

費
の

一
部

を
助

成
す

る
。

2
0
,
0
0
0

⑤
意

図
せ

ざ
る

技
術

流
出

の
防

止
に

向
け

た
啓

発
活

動
を

行
う

こ
と

産
業

労
働

部
継

知
的

財
産

有
効

活
用

事
業

知
財

管
理

に
つ

い
て

の
セ

ミ
ナ

ー
を

県
内

各
地

で
開

催
す

る
等

、
知

財
管

理
に

関
す

る
情

報
を

提
供

し
、

有
効

活
用

を
促

進
す

る
。

1
,
6
1
6

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

提
言

内
容

担
当

部
局

担
当

部
局

予
算

（
案

）
備

考

予
算

（
案

）
備

考
事

業
名

事
業

概
要

等

④
海

外
見

本
市

へ
の

参
加

に
対

す
る

支
援

を
行

う
こ

と

5



提
言

の
３

　
も

の
づ

く
り

人
材

を
育

成
す

る
　

　
（

ア
）

も
の

づ
く

り
教

育
で

人
材

を
育

成
す

る
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

①
小

中
学

校
に

お
い

て
、

関
係

機
関

等
と

連
携

し
た

相
手

意
識

に
立

っ
た

も
の

づ
く

り
教

育
を

推
進

す
る

こ
と

教
育

庁
継

キ
ャ

リ
ア

教
育

実
践

研
究

事
業

キ
ャ

リ
ア

教
育

推
進

協
議

会
に

お
い

て
、

キ
ャ

リ
ア

教
育

の
現

状
と

今
後

の
方

策
等

を
協

議
し

、
も

の
づ

く
り

教
育

を
含

め
た

キ
ャ

リ
ア

教
育

を
推

進
す

る
。

6
2
3

②
工

業
高

校
を

は
じ

め
と

す
る

県
内

高
校

に
お

い
て

、
３

Ｄ
プ

リ
ン

タ
ー

の
活

用
な

ど
、

新
し

い
も

の
づ

く
り

に
関

連
し

た
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

編
成

等
に

取
り

組
む

こ
と

教
育

庁
継

高
等

学
校

学
習

環
境

等
整

備
事

業
（

専
門

高
校

等
実

習
設

備
充

実
事

業
）

実
習

設
備

の
整

備
に

よ
り

産
業

社
会

の
変

化
に

対
応

し
た

教
育

・
指

導
を

行
う

と
と

も
に

、
卒

業
後

即
戦

力
と

な
る

人
材

育
成

を
目

指
す

。
1
9
,
1
4
4

企
画

振
興

部
新

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

の
機

能
を

拡
充

し
、

県
内

就
職

後
の

生
活

を
考

え
る

た
め

の
セ

ミ
ナ

ー
や

助
成

制
度

等
の

情
報

を
提

供
し

、
若

者
の

県
内

定
着

を
促

進
す

る
。

1
,
1
3
4

産
業

労
働

部
継

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

を
活

用
し

、
県

内
企

業
情

報
や

採
用

情
報

等
を

広
く

発
信

す
る

。
1
,
1
1
4

産
業

労
働

部
継

中
小

企
業

振
興

条
例

推
進

事
業

（
中

小
企

業
月

間
推

進
事

業
）

　
〔

も
の

づ
く

り
展

示
ホ

ー
ル

で
の

企
業

紹
介

を
除

く
〕

県
内

中
小

企
業

に
対

す
る

県
民

の
理

解
を

深
め

る
た

め
、

中
小

企
業

月
間

を
設

け
、

条
例

及
び

関
連

施
策

の
普

及
・

啓
発

イ
ベ

ン
ト

を
開

催
す

る
。

3
,
4
2
8

産
業

労
働

部
継

も
の

づ
く

り
展

示
ホ

ー
ル

で
の

企
業

紹
介

も
の

づ
く

り
展

示
ホ

ー
ル

（
県

庁
第

二
庁

舎
）

に
お

い
て

、
県

内
企

業
の

優
れ

た
も

の
づ

く
り

技
術

や
製

品
を

広
く

県
民

に
紹

介
す

る
企

画
展

等
を

行
う

。
4
9
6

産
業

労
働

部
継

県
内

就
職

促
進

事
業

（
地

元
企

業
魅

力
発

見
事

業
）

地
元

企
業

や
職

業
へ

の
理

解
向

上
の

た
め

、
高

校
１

年
生

や
保

護
者

等
を

対
象

と
し

た
職

場
見

学
会

を
行

う
。

2
,
7
2
6

産
業

労
働

部
継

県
内

就
職

促
進

事
業

（
雇

用
開

発
支

援
事

業
）

県
内

各
雇

用
開

発
協

会
に

お
い

て
、

若
年

者
向

け
に

地
元

企
業

を
紹

介
す

る
冊

子
の

作
成

等
を

行
う

。
8
5
2

教
育

庁
継

「
未

来
の

あ
き

た
を

創
る

」
人

材
育

成
事

業

キ
ャ

リ
ア

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

・
就

職
支

援
員

を
配

置
す

る
こ

と
に

よ
り

、
県

外
大

学
進

学
予

定
者

へ
の

県
内

企
業

情
報

の
提

供
や

県
内

大
学

と
の

就
職

情
報

の
共

有
、

地
元

企
業

の
求

人
開

拓
・

企
業

情
報

の
提

供
等

を
行

う
。

9
1
,
0
7
9

③
子

ど
も

の
職

業
観

に
大

き
な

影
響

を
与

え
る

立
場

に
あ

る
親

や
地

域
住

民
に

対
し

、
地

元
も

の
づ

く
り

企
業

へ
の

理
解

が
進

む
よ

う
、

積
極

的
な

情
報

提
供

等
を

行
う

こ
と

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）
備

考
担

当
部

局

秋
田

県
就

活
情

報
サ

イ
ト

「
Ｋ

ｏ
ｃ

ｃ
ｈ

ａ
ｋ

ｅ
（

こ
っ

ち
ゃ

け
）

!
」

の
配

信

6



提
言

の
３

　
も

の
づ

く
り

人
材

を
育

成
す

る
　

　
（

イ
）

企
業

と
協

働
で

も
の

づ
く

り
人

材
を

育
成

す
る

（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

産
業

労
働

部
継

県
内

就
職

促
進

事
業

（
地

元
企

業
魅

力
発

見
事

業
）

〔
再

掲
〕

職
業

意
識

の
醸

成
を

図
り

、
将

来
の

職
業

選
択

に
資

す
る

た
め

、
高

校
１

年
生

を
対

象
と

し
た

職
場

見
学

会
を

行
う

。
2
,
7
2
6

教
育

庁
継

高
校

生
未

来
創

造
支

援
事

業
（

キ
ャ

リ
ア

教
育

総
合

推
進

事
業

）

イ
ン

タ
ー

ン
シ

ッ
プ

や
産

業
教

育
フ

ェ
ア

等
に

よ
り

、
高

校
生

が
も

の
づ

く
り

産
業

に
つ

い
て

の
理

解
を

深
め

、
地

域
の

担
い

手
と

し
て

の
自

覚
や

意
識

の
醸

成
を

図
る

。

7
,
3
5
6

教
育

庁
新

「
秋

田
の

産
業

を
担

う
」

人
材

育
成

事
業

（
航

空
機

産
業

人
材

育
成

事
業

）

航
空

機
関

連
分

野
に

お
け

る
企

業
の

専
門

人
材

を
授

業
や

実
習

等
に

積
極

的
に

活
用

す
る

と
と

も
に

、
工

業
高

校
生

に
よ

る
長

期
間

の
技

術
研

修
を

企
業

で
実

施
す

る
。

3
1
,
8
2
3

企
画

振
興

部
継

産
学

官
連

携
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

事
業

〔
一

部
再

掲
〕

秋
田

産
学

官
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

よ
る

交
流

活
動

や
県

独
自

の
競

争
的

研
究

資
金

の
提

供
に

よ
る

共
同

研
究

の
促

進
に

よ
り

、
産

学
官

の
連

携
を

強
化

す
る

。
3
9
,
8
6
5

産
業

労
働

部
継

技
術

支
援

加
速

化
事

業
〔

再
掲

〕

研
究

員
自

ら
が

県
内

企
業

を
訪

問
し

、
当

該
企

業
の

状
況

を
把

握
し

、
そ

れ
に

適
応

す
る

公
設

試
験

研
究

機
関

や
大

学
等

の
技

術
の

提
供

、
共

同
研

究
の

斡
旋

等
を

行
う

。

1
0
,
7
3
6

産
業

労
働

部
継

先
導

的
技

術
等

開
発

支
援

事
業

　
〔

再
掲

〕

成
長

が
見

込
ま

れ
る

産
業

分
野

に
お

け
る

大
学

等
の

技
術

シ
ー

ズ
を

県
内

中
小

企
業

に
移

転
し

、
製

品
化

を
促

進
す

る
こ

と
に

よ
り

、
下

請
け

体
質

か
ら

の
脱

皮
と

高
収

益
化

を
図

る
。

2
8
,
9
9
9

産
業

労
働

部
継

医
療

福
祉

関
連

産
業

成
長

促
進

事
業

大
学

や
公

設
試

験
研

究
機

関
と

の
連

携
に

よ
る

新
た

な
製

品
の

研
究

開
発

を
促

進
し

、
県

内
に

お
け

る
研

究
開

発
拠

点
化

を
目

指
す

。
2
0
,
7
0
1

③
も

の
づ

く
り

技
術

を
持

っ
た

国
内

外
の

高
度

人
材

を
誘

致
す

る
こ

と
産

業
労

働
部

拡
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

人
材

活
用

促
進

事
業

今
後

の
事

業
展

開
に

意
欲

的
な

企
業

の
中

核
人

材
の

採
用

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

人
材

戦
略

拠
点

を
設

置
し

、
人

材
面

で
の

経
営

基
盤

の
強

化
に

向
け

た
支

援
機

能
の

充
実

を
図

る
。

5
1
,
0
9
2

7
,
5
0
0

事
業

名
事

業
概

要
等

①
児

童
・

生
徒

に
対

し
、

企
業

の
現

場
を

活
用

し
た

も
の

づ
く

り
体

験
の

機
会

を
提

供
す

る
こ

と

②
県

立
大

学
や

公
立

美
術

大
学

、
秋

田
大

学
な

ど
、

県
内

の
高

等
教

育
機

関
と

地
元

企
業

と
の

連
携

を
強

化
す

る
こ

と

提
言

内
容

備
考

予
算

（
案

）
担

当
部

局

7



２
　

エ
ネ

ル
ギ

ー
産

業

提
言

の
１

　
雇

用
の

創
出

と
地

域
経

済
の

拡
大

に
直

結
す

る
エ

ネ
ル

ギ
ー

産
業

を
育

成
・

支
援

す
る

　
　

（
１

）
雇

用
の

創
出

と
地

域
経

済
へ

の
波

及
効

果
を

優
先

し
た

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

関
連

産
業

の
振

興
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

　
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
関

連
産

業
に

対
す

る
支

援
を

行
う

に
当

た
っ

て
は

、
地

域
経

済
へ

の
波

及
効

果
を

し
っ

か
り

と
把

握
し

た
上

で
、

雇
用

の
創

出
に

直
結

す
る

こ
と

を
第

一
に

考
え

た
支

援
を

行
う

べ
き

で
あ

る
。

産
業

労
働

部
拡

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

産
業

創
出

・
育

成
事

業

平
成

2
7
年

度
策

定
の

「
第

２
期

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

産
業

戦
略

」
を

も
と

に
、

新
エ

ネ
ル

ギ
ー

関
連

産
業

の
振

興
を

図
る

と
と

も
に

、
洋

上
風

力
発

電
の

施
工

や
部

品
供

給
等

へ
の

参
入

を
目

指
す

県
内

企
業

の
連

携
を

促
進

す
る

取
組

を
実

施
す

る
。

ま
た

、
今

後
需

要
の

増
加

が
見

込
ま

れ
る

風
車

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

に
係

る
人

材
に

つ
い

て
、

本
県

を
フ

ィ
ー

ル
ド

と
す

る
効

率
的

な
人

材
育

成
シ

ス
テ

ム
の

構
築

を
図

る
。

2
9
,
3
2
9

　
　

（
２

）
小

規
模

発
電

事
業

等
に

お
け

る
設

備
製

造
等

へ
の

県
内

企
業

の
参

入
促

進
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

産
業

労
働

部
継

が
ん

ば
る

中
小

企
業

応
援

事
業

　
〔

再
掲

〕

意
欲

を
持

っ
て

自
社

の
競

争
力

強
化

に
取

り
組

む
企

業
の

新
た

な
取

組
を

ハ
ー

ド
・

ソ
フ

ト
の

両
面

か
ら

支
援

す
る

。
2
4
8
,
6
0
1

産
業

労
働

部
継

あ
き

た
企

業
応

援
フ

ァ
ン

ド
事

業
　

〔
再

掲
〕

地
域

資
源

を
活

用
し

た
中

小
企

業
の

新
商

品
の

開
発

、
事

業
転

換
等

を
支

援
す

る
。

県
等
の
基
金
造
成
に
よ
る
(
公

財
)
あ
き
た
企
業
活
性
化
セ
ン

タ
ー
の
独
自
事
業
（
予
算
規

模
：
約
９
千
万
円
）

　
　

（
３

）
地

元
に

根
付

い
た

大
手

エ
ネ

ル
ギ

ー
企

業
を

核
と

し
た

関
連

企
業

群
の

育
成

（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

　
シ

ェ
ー

ル
オ

イ
ル

な
ど

地
下

資
源

の
存

在
も

確
認

さ
れ

、
世

界
的

な
エ

ネ
ル

ギ
ー

需
給

の
動

向
か

ら
も

エ
ネ

ル
ギ

ー
関

連
産

業
の

成
長

可
能

性
は

大
き

い
こ

と
か

ら
、

大
手

エ
ネ

ル
ギ

ー
企

業
を

核
と

し
た

、
部

品
や

部
材

等
の

供
給

を
行

う
地

元
関

連
企

業
の

育
成

及
び

集
積

を
進

め
る

と
と

も
に

、
県

と
大

手
エ

ネ
ル

ギ
ー

企
業

と
の

人
事

交
流

の
実

施
も

含
め

、
連

携
の

強
化

に
向

け
た

取
組

を
行

う
べ

き
で

あ
る

。

産
業

労
働

部

県
・

大
学

・
関

連
企

業
に

よ
る

地
下

資
源

開
発

促
進

協
議

会
の

活
動

を
通

じ
、

関
連

企
業

と
の

緊
密

な
情

報
交

換
を

行
う

と
と

も
に

、
資

源
開

発
に

関
す

る
一

般
県

民
向

け
の

講
演

会
を

開
催

す
る

。

提
言

の
２

　
電

力
の

小
売

り
自

由
化

を
見

据
え

た
県

産
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
ブ

ラ
ン

ド
化

を
図

る
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

　
二

酸
化

炭
素

や
窒

素
酸

化
物

な
ど

を
ほ

と
ん

ど
排

出
し

な
い

、
県

産
の

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

ブ
ラ

ン
ド

化
を

図
り

、
ク

リ
ー

ン
な

エ
ネ

ル
ギ

ー
を

求
め

る
一

般
消

費
者

等
に

対
す

る
売

り
込

み
を

促
進

す
る

よ
う

な
仕

組
み

を
構

築
す

る
べ

き
で

あ
る

。

産
業

労
働

部

平
成

２
８

年
に

予
定

さ
れ

て
い

る
電

気
の

小
売

業
へ

の
参

入
全

面
自

由
化

に
お

け
る

詳
細

な
制

度
設

計
な

ど
、

電
力

シ
ス

テ
ム

改
革

に
関

す
る

国
の

動
向

を
引

き
続

き
注

視
し

て
い

く
。

備
考

備
考

担
当

部
局

事
業

名

事
業

概
要

等

事
業

概
要

等
担

当
部

局
提

言
内

容

提
言

内
容

提
言

内
容

備
考

提
言

内
容

備
考

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）

予
算

（
案

）

予
算

（
案

）

予
算

（
案

）

事
業

名
担

当
部

局
事

業
概

要
等

事
業

名

　
雇

用
の

創
出

・
拡

大
に

つ
な

が
る

小
水

力
発

電
な

ど
の

小
規

模
発

電
事

業
等

に
お

け
る

設
備

の
製

造
等

に
つ

い
て

、
県

内
企

業
に

よ
る

参
入

を
促

進
す

る
た

め
の

支
援

を
行

う
べ

き
で

あ
る

。

担
当

部
局

8



３
　

食
品

産
業

提
言

の
１

　
売

り
先

の
確

保
を

起
点

と
し

た
食

品
加

工
体

制
を

整
備

す
る

　
　

（
１

）
販

売
戦

略
を

立
案

す
る

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
人

材
の

確
保

・
育

成
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

農
林

水
産

部
継

県
産

農
産

物
販

売
戦

略
推

進
事

業

農
産

物
の

生
産

か
ら

販
売

ま
で

を
一

体
的

に
取

り
組

む
流

通
販

売
戦

略
を

関
係

機
関

と
連

携
し

な
が

ら
推

進
す

る
と

と
も

に
、

マ
ッ

チ
ン

グ
体

制
を

強
化

し
、

実
需

者
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
産

地
づ

く
り

を
推

進
す

る
。

1
3
,
5
4
2

企
業
開
拓
員
１
名

マ
ッ
チ
ン
グ
推
進
員
１
名

産
業

労
働

部
継

食
品

事
業

者
基

盤
強

化
事

業
（

食
品

産
業

人
材

育
成

事
業

）

商
品

開
発

ス
キ

ル
の

向
上

や
経

営
戦

略
の

構
築

を
実

践
す

る
人

材
育

成
講

座
等

を
実

施
す

る
。

3
,
6
3
1

産
業

労
働

部
継

食
品

事
業

者
基

盤
強

化
事

業
（

食
品

事
業

者
連

携
支

援
事

業
）

食
品

産
業

に
お

け
る

キ
ャ

リ
ア

や
専

門
知

識
を

有
す

る
専

門
員

を
(
公

財
)
あ

き
た

企
業

活
性

化
セ

ン
タ

ー
に

配
置

し
、

県
内

外
食

品
事

業
者

と
の

マ
ッ

チ
ン

グ
や

商
品

戦
略

等
を

ア
ド

バ
イ

ス
す

る
。

6
,
2
9
6

　
　

（
２

）
加

工
に

適
し

た
農

作
物

生
産

の
振

興
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

　
消

費
者

ニ
ー

ズ
を

見
極

め
な

が
ら

、
加

工
に

よ
っ

て
付

加
価

値
を

付
け

、
売

り
先

を
確

保
す

る
こ

と
が

で
き

る
農

作
物

生
産

の
振

興
を

図
る

べ
き

で
あ

る
。

農
林

水
産

部
継

加
工

・
業

務
用

園
芸

産
地

総
合

支
援

事
業

（
青

果
物

等
ニ

ー
ズ

対
応

型
産

地
総

合
対

策
事

業
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

型
加

工
業

務
用

園
芸

産
地

育
成

事
業

）

・
実

需
者

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

マ
ー

ケ
ッ

ト
イ

ン
の

取
組

を
進

め
る

た
め

、
農

業
法

人
等

が
行

う
生

産
か

ら
流

通
に

至
る

シ
ス

テ
ム

構
築

を
支

援
す

る
。

・
大

手
ベ

ン
ダ

ー
等

の
ニ

ー
ズ

に
対

応
す

る
た

め
、

機
械

化
一

貫
体

系
の

確
立

と
併

せ
、

複
数

の
農

業
法

人
が

連
携

し
て

対
応

す
る

加
工

・
業

務
用

大
規

模
露

地
野

菜
産

地
を

育
成

す
る

。

1
5
,
6
1
8

　
　

（
３

）
買

う
側

の
視

点
に

立
っ

た
商

品
デ

ザ
イ

ン
の

導
入

（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

　
あ

き
た

産
業

デ
ザ

イ
ン

支
援

セ
ン

タ
ー

に
よ

る
、

食
品

パ
ッ

ケ
ー

ジ
等

へ
の

デ
ザ

イ
ン

導
入

に
係

る
支

援
体

制
の

強
化

を
図

る
べ

き
で

あ
る

。
産

業
労

働
部

継
産

業
デ

ザ
イ

ン
活

用
促

進
事

業
　

〔
再

掲
〕

あ
き

た
産

業
デ

ザ
イ

ン
支

援
セ

ン
タ

ー
を

(
公

財
)
あ

き
た

企
業

活
性

化
セ

ン
タ

ー
の

本
来

業
務

と
し

て
位

置
づ

け
、

産
業

デ
ザ

イ
ン

の
活

用
を

県
内

企
業

支
援

の
観

点
か

ら
安

定
的

・
継

続
的

に
支

援
す

る
。

1
4
,
8
1
8

担
当

部
局

担
当

部
局

備
考

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）
備

考

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）
備

考

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）

　
県

に
お

い
て

は
、

チ
ャ

レ
ン

ジ
精

神
を

持
つ

企
業

と
一

緒
に

な
っ

て
、

販
売

戦
略

を
立

案
で

き
る

人
材

を
育

成
す

る
べ

き
で

あ
る

。
併

せ
て

県
職

員
に

つ
い

て
も

、
販

売
に

関
す

る
プ

ロ
と

呼
べ

る
人

材
が

必
要

で
あ

り
、

ヘ
ッ

ド
ハ

ン
テ

ィ
ン

グ
や

大
手

食
品

企
業

等
と

の
人

事
交

流
な

ど
も

含
め

、
職

員
の

確
保

・
配

置
を

早
急

に
行

う
べ

き
で

あ
る

。

担
当

部
局

提
言

内
容
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提
言

の
２

　
食

品
加

工
に

対
す

る
意

欲
あ

る
小

規
模

事
業

者
へ

の
支

援
を

行
う

　
　

（
１

）
企

業
等

の
規

模
に

合
わ

せ
た

食
品

加
工

に
関

す
る

補
助

制
度

の
充

実
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

観
光

文
化

ス
ポ

ー
ツ

部
新

高
品

質
販

路
開

拓
事

業
意

欲
あ

る
食

品
事

業
者

が
取

り
組

む
、

東
京

で
売

れ
る

新
た

な
お

土
産

開
発

に
支

援
す

る
。

2
7
,
2
5
8

産
業

労
働

部
継

食
品

事
業

者
基

盤
強

化
事

業
（

食
品

事
業

者
経

営
基

盤
強

化
支

援
事

業
）

経
営

革
新

計
画

を
取

得
し

た
食

品
加

工
事

業
者

に
対

し
、

県
内

に
不

足
し

て
い

る
加

工
機

能
を

向
上

す
る

た
め

の
機

械
設

備
等

の
導

入
を

支
援

す
る

。
8
,
0
0
0

産
業

労
働

部
継

が
ん

ば
る

中
小

企
業

応
援

事
業

　
〔

再
掲

〕

意
欲

を
持

っ
て

自
社

の
競

争
力

強
化

に
取

り
組

む
企

業
の

新
た

な
取

組
を

ハ
ー

ド
・

ソ
フ

ト
の

両
面

か
ら

支
援

す
る

。
2
4
8
,
6
0
1

産
業

労
働

部
継

あ
き

た
企

業
応

援
フ

ァ
ン

ド
事

業
　

〔
再

掲
〕

地
域

資
源

を
活

用
し

た
中

小
企

業
の

新
商

品
の

開
発

、
事

業
転

換
等

を
支

援
す

る
。

県
等
の
基
金
造
成
に
よ
る
(
公

財
)
あ
き
た
企
業
活
性
化
セ
ン

タ
ー
の
独
自
事
業
（
予
算
規

模
：
約
９
千
万
円
）

　
　

（
２

）
共

同
物

流
の

推
進

な
ど

に
よ

る
流

通
コ

ス
ト

の
低

減
に

向
け

た
支

援
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

　
効

率
的

な
共

同
物

流
の

検
討

な
ど

、
小

規
模

事
業

者
の

販
路

拡
大

に
と

っ
て

足
か

せ
と

な
っ

て
い

る
流

通
コ

ス
ト

を
低

減
す

る
た

め
の

支
援

を
行

う
べ

き
で

あ
る

。

農
林

水
産

部
継

秋
田

の
園

芸
品

目
販

売
拡

大
事

業
（

新
た

な
流

通
販

売
シ

ス
テ

ム
実

証
事

業
）

物
流

コ
ス

ト
の

低
減

や
高

付
加

価
値

販
売

な
ど

、
農

家
の

所
得

向
上

に
つ

な
が

る
物

流
モ

デ
ル

を
実

証
す

る
。

4
0
0

提
言

の
３

　
世

界
的

な
食

料
需

給
の

逼
迫

を
見

据
え

た
米

加
工

品
等

の
開

発
を

行
う

（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

農
林

水
産

部
継

６
次

産
業

化
総

合
支

援
事

業
（

６
次

産
業

化
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
推

進
事

業
）

異
業

種
連

携
な

ど
新

た
な

視
点

で
、

本
県

の
資

源
を

活
か

し
た

６
次

産
業

化
の

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
を

地
域

、
県

域
で

構
築

す
る

。
4
,
2
5
3

産
業

労
働

部
継

が
ん

ば
る

中
小

企
業

応
援

事
業

　
〔

再
掲

〕

意
欲

を
持

っ
て

自
社

の
競

争
力

強
化

に
取

り
組

む
企

業
の

新
た

な
取

組
を

ハ
ー

ド
・

ソ
フ

ト
の

両
面

か
ら

支
援

す
る

。
2
4
8
,
6
0
1

産
業

労
働

部
継

あ
き

た
企

業
応

援
フ

ァ
ン

ド
事

業
　

〔
再

掲
〕

地
域

資
源

を
活

用
し

た
中

小
企

業
の

新
商

品
の

開
発

、
事

業
転

換
等

を
支

援
す

る
。

県
等
の
基
金
造
成
に
よ
る
(
公

財
)
あ
き
た
企
業
活
性
化
セ
ン

タ
ー
の
独
自
事
業
（
予
算
規

模
：
約
９
千
万
円
）

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）
備

考
担

当
部

局

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）
備

考
担

当
部

局

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）
備

考
担

当
部

局

　
規

模
が

小
さ

く
資

本
力

に
乏

し
い

が
、

食
品

加
工

の
分

野
に

取
り

組
む

意
欲

の
あ

る
事

業
者

に
対

し
、

そ
の

規
模

に
応

じ
た

き
め

細
や

か
な

補
助

制
度

の
充

実
を

図
る

べ
き

で
あ

る
。

　
例

え
ば

、
米

を
加

工
し

た
ピ

ュ
ー

レ
の

開
発

な
ど

も
始

ま
っ

て
お

り
、

国
内

及
び

海
外

か
ら

求
め

ら
れ

る
米

を
使

っ
た

加
工

品
の

開
発

に
つ

い
て

、
県

が
先

頭
に

な
っ

て
進

め
て

い
く

べ
き

で
あ

る
。
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４
　

福
祉

・
介

護
産

業

提
言

の
１

　
首

都
圏

な
ど

か
ら

の
高

齢
者

向
け

施
設

へ
の

移
住

を
推

進
す

る
　

　
（

１
）

住
所

地
特

例
な

ど
現

行
制

度
の

国
に

対
す

る
改

善
の

要
請

（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

　
地

方
が

要
介

護
高

齢
者

の
受

入
を

促
進

で
き

る
よ

う
、

国
に

対
し

、
住

所
地

特
例

の
適

用
拡

大
を

含
む

、
現

行
制

度
の

改
善

を
要

請
す

る
べ

き
で

あ
る

。
健

康
福

祉
部

　
平

成
２

７
年

４
月

か
ら

有
料

老
人

ホ
ー

ム
に

該
当

す
る

サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
住

宅
も

、
住

所
地

特
例

の
対

象
に

加
え

ら
れ

た
。

　
ま

た
、

平
成

３
０

年
４

月
か

ら
は

国
民

健
康

保
険

の
住

所
地

特
例

が
、

７
５

歳
到

達
時

に
は

後
期

高
齢

者
医

療
に

引
き

継
が

れ
る

こ
と

と
な

っ
た

。

　
　

（
２

）
有

料
老

人
ホ

ー
ム

や
サ

ー
ビ

ス
付

き
高

齢
者

向
け

住
宅

に
対

す
る

支
援

の
拡

大
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

健
康

福
祉

部

　
有

料
老

人
ホ

ー
ム

は
、

比
較

的
元

気
な

高
齢

者
が

利
用

す
る

施
設

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

限
ら

れ
た

財
源

の
中

で
、

行
政

と
し

て
は

要
介

護
者

、
低

所
得

者
な

ど
、

よ
り

支
援

を
必

要
と

す
る

高
齢

者
向

け
の

施
策

に
重

点
を

置
い

て
い

る
。

　
有

料
老

人
ホ

ー
ム

に
つ

い
て

は
、

設
置

希
望

者
に

対
し

て
設

置
基

準
や

運
営

管
理

の
丁

寧
な

助
言

指
導

に
努

め
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

。
（

平
成

２
８

年
１

月
１

日
時

点
、

８
０

施
設

）

建
設

部

 
 
サ

ー
ビ

ス
付

き
高

齢
者

向
け

住
宅

は
、

有
料

老
人

ホ
ー

ム
に

も
位

置
付

け
ら

れ
る

施
設

で
あ

り
、

福
祉

施
策

と
の

連
携

・
調

整
を

図
り

な
が

ら
対

応
し

て
ま

い
り

た
い

。
　

今
後

と
も

サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
住

宅
の

設
置

希
望

者
に

対
し

て
は

、
設

置
基

準
や

運
営

管
理

の
助

言
指

導
に

努
め

て
ま

い
り

た
い

。
（

平
成

２
８

年
２

月
１

日
時

点
、

５
８

施
設

）

　
　

（
３

）
選

ば
れ

る
福

祉
・

介
護

施
設

と
な

る
た

め
の

職
員

待
遇

の
改

善
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

　
低

い
と

さ
れ

て
い

る
介

護
職

員
の

給
与

の
引

上
げ

を
図

る
こ

と
が

必
要

で
あ

り
、

介
護

報
酬

の
改

定
に

よ
る

上
昇

分
が

給
与

に
適

切
に

反
映

さ
れ

る
こ

と
を

徹
底

す
る

な
ど

、
介

護
職

員
の

待
遇

改
善

を
進

め
る

べ
き

で
あ

る
。

健
康

福
祉

部
継

介
護

人
材

確
保

対
策

事
業

（
介

護
人

材
定

着
促

進
事

業
）

　
平

成
２

７
年

度
介

護
報

酬
改

定
で

、
労

働
環

境
の

改
善

に
取

り
組

む
事

業
所

を
対

象
と

し
て

、
介

護
職

員
処

遇
改

善
加

算
を

拡
充

し
、

月
額

１
万

２
千

円
相

当
の

賃
金

改
善

を
実

施
し

て
お

り
、

県
で

は
、

届
出

に
必

要
な

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

等
の

整
備

に
対

し
、

社
会

保
険

労
務

士
な

ど
の

派
遣

に
よ

る
支

援
を

行
っ

て
い

る
。

2
2
5

う
ち
、
社
会
保
険
労
務
士
等
の

派
遣
に
要
す
る
事
業
費

担
当

部
局

　
地

元
で

の
安

定
し

た
雇

用
が

期
待

で
き

る
有

料
老

人
ホ

ー
ム

等
に

対
す

る
支

援
を

拡
大

し
、

積
極

的
な

導
入

を
進

め
て

い
く

べ
き

で
あ

る
。

提
言

内
容

事
業

名
備

考
担

当
部

局

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）
備

考
担

当
部

局

提
言

内
容

事
業

名
備

考
予

算
（

案
）

予
算

（
案

）

事
業

概
要

等

事
業

概
要

11



提
言

の
２

　
福

祉
・

介
護

分
野

（
シ

ニ
ア

マ
ー

ケ
ッ

ト
を

含
む

）
を

成
長

産
業

と
捉

え
た

施
策

を
実

施
す

る
　

　
（

１
）

福
祉

・
介

護
産

業
に

関
わ

る
企

業
や

研
究

機
関

の
集

積
を

目
指

し
た

施
策

の
実

施
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

産
業

労
働

部
継

医
療

福
祉

関
連

産
業

成
長

促
進

事
業

　
〔

再
掲

〕

大
学

や
公

設
試

験
研

究
機

関
と

の
連

携
に

よ
る

新
た

な
製

品
の

研
究

開
発

を
促

進
し

、
県

内
に

お
け

る
研

究
開

発
拠

点
化

を
目

指
す

。
2
0
,
7
0
1

産
業

労
働

部
継

サ
ー

ビ
ス

産
業

ビ
ジ

ネ
ス

展
開

支
援

事
業

本
県

が
抱

え
る

地
域

課
題

へ
の

対
応

や
、

今
後

成
長

が
見

込
ま

れ
る

シ
ニ

ア
ビ

ジ
ネ

ス
、

ヘ
ル

ス
ケ

ア
ビ

ジ
ネ

ス
等

へ
の

参
入

な
ど

、
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

ビ
ジ

ネ
ス

展
開

へ
の

取
組

を
支

援
す

る
。

3
,
0
0
0

　
　

（
２

）
シ

ニ
ア

マ
ー

ケ
ッ

ト
を

一
元

的
に

所
管

す
る

庁
内

組
織

の
創

設
（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

　
福

祉
、

医
療

、
観

光
、

ス
ポ

ー
ツ

な
ど

、
分

野
ご

と
の

縦
割

り
に

よ
る

対
応

で
は

な
く

、
シ

ニ
ア

マ
ー

ケ
ッ

ト
を

対
象

と
し

た
産

業
政

策
を

一
元

的
に

所
管

す
る

庁
内

組
織

の
創

設
を

進
め

る
べ

き
で

あ
る

。

総
務

部

庁
内

関
係

課
が

連
携

し
な

が
ら

、
シ

ニ
ア

マ
ー

ケ
ッ

ト
を

タ
ー

ゲ
ッ

ト
に

し
た

施
策

に
取

り
組

ん
で

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

が
、

新
た

な
産

業
分

野
の

創
出

や
支

援
対

策
に

つ
い

て
、

ど
の

よ
う

な
庁

内
組

織
が

望
ま

し
い

の
か

、
今

後
も

検
討

を
続

け
て

い
く

。

提
言

の
３

　
福

祉
・

介
護

産
業

の
拡

大
に

向
け

、
国

家
戦

略
特

区
制

度
を

活
用

す
る

（
単
位
：
千
円
）

㉗
補

正
㉘

当
初

　
現

在
、

県
執

行
部

で
は

、
人

口
減

少
対

策
と

し
て

シ
ニ

ア
ビ

ジ
ネ

ス
関

連
企

業
へ

の
税

制
優

遇
な

ど
を

含
む

国
家

戦
略

特
区

の
提

案
を

し
て

い
る

が
、

本
制

度
を

最
大

限
に

活
用

し
、

本
県

を
福

祉
・

介
護

産
業

が
集

積
す

る
先

進
モ

デ
ル

地
域

と
す

る
よ

う
な

取
組

を
行

う
べ

き
で

あ
る

。

企
画

振
興

部
産

業
労

働
部

本
県

は
、

国
家

戦
略

特
区

の
第

２
次

提
案

募
集

（
Ｈ

２
６

）
に

提
案

し
た

が
、

区
域

指
定

に
は

至
ら

な
か

っ
た

。
な

お
、

そ
の

後
の

募
集

に
は

、
提

案
し

て
い

な
い

が
、

介
護

福
祉

産
業

は
「

あ
き

た
未

来
総

合
戦

略
」

に
基

づ
き

、
多

様
な

展
開

を
図

っ
て

い
く

こ
と

に
し

て
い

る
。

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）
備

考
担

当
部

局

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）
備

考
担

当
部

局

　
現

在
、

福
祉

・
介

護
機

器
の

開
発

や
高

齢
者

向
け

サ
ー

ビ
ス

な
ど

を
行

う
地

元
企

業
も

出
て

き
て

い
る

が
、

一
部

に
と

ど
ま

っ
て

い
る

の
が

現
状

で
あ

り
、

福
祉

・
介

護
産

業
に

関
わ

る
企

業
や

研
究

機
関

の
集

積
に

向
け

た
取

組
を

行
う

べ
き

で
あ

る
。

提
言

内
容

事
業

名
事

業
概

要
等

予
算

（
案

）
備

考
担

当
部

局
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制度融資の概要について

産 業 政 策 課

１ 目 的

県内中小企業が行う経営基盤の強化や新事業展開等の多様な資金需要に対応するた

め、制度融資により中小企業の資金繰りの円滑化を支援する。

２ 融資枠

（単位：億円）

資 金 名 資金の内容 新規融資枠 前年度比

中小企業振興資金 一般、災害復旧、流動資産担保等 ３３３ ６０

経営安定資金 ２６５ △６０

通常枠 １５０ 同額

借換枠 ６０ △６０

経営力強化枠等 ５５ 同額

新事業展開資金 事業革新、創業支援、事業承継、 ８４ 同額

再生可能エネルギー

その他の資金 アグリ、企業再生、組合組織 １５ 同額

合 計 ６９７ 同額

３ 貸付金利の見直し

企業の負担軽減による円滑な資金供給を図るため、金利の一律引き下げ（△０．２％）

を行う。

※主な資金の貸付金利

資 金 名 現行金利（％）改正金利（％）

中小企業振興資金 一般資金（固定型） ２．３５ ２．１５

災害復旧資金 １．７５ １．５５

経営安定資金 通常枠 １．９５ １．７５

借換枠 １．８０ １．６０

経営力強化枠 １．９５ １．７５

新事業展開資金 事業革新資金 １．９５ １．７５

創業支援資金 １．９５ １．７５

うち創業塾修了、Ａターン １．６５ １．４５

事業承継資金 １．９５ １．７５

うち後継者塾修了、支援案件 １．８０ １．６０

再生可能エネルギー資金 １．９５ １．７５

４ 予算額 ７３，３９２，８５２千円

内 訳 ・預託金 ７２，５５９，０００千円

・保証料補助金 ８３３，８５２千円
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中小企業・小規模事業者機能強化支援事業について【新規】 

           

産 業 政 策 課 

 

 

１ 目 的 

「企業支援コーディネーター」を配置し、若年者の求人の掘り起こしや雇用  

に向けた相談対応等を行うほか、県等の支援施策の情報提供や活用の働きかけ  

などを通じて、若年者の県内定着につなげる。  

 

２ 概 要 

（１）「企業支援コーディネーター」の配置（５人） 

秋田県商工会連合会（県北地区１人、中央地区２人、県南地区１人）と 

秋田商工会議所（１人）に、「企業支援コーディネーター」を配置する。 

（２）企業訪問による求人の掘り起こし等 

中小企業・小規模事業者を訪問し、若年者の求人の掘り起こしや求人方 

法などの相談対応を行う。 

（３）若年求職者に係る情報提供 

就職相談会・面接会等の若年求職者に係る情報提供や、職場見学・体験 

等の受入などを支援する。 

（４）支援施策の情報提供 

県等の支援施策の情報提供及び個別企業の課題に応じた活用の働きか 

けなどを行う。 

（５）補助対象先 

  秋田県商工会連合会、秋田商工会議所 

 

３ 予算額             １２，１８５千円（補助金） 

   内 訳  ・人件費       ８，９３０千円 

        ・旅費・需用費等   ２，０２０千円 

        ・使用料・賃借料等  １，２３５千円 
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地域総合整備資金（ふるさと融資）について

産 業 政 策 課

１ 目 的

地域振興に資する事業を行う民間事業者等に対し、その設備投資に要する費用の一部

について「無利子資金」の貸付けを行う。

２ 概 要

（１）新規案件

・貸 付 事 業 者 ニプロ株式会社

・貸 付 対 象 事 業 医療機器工場増設事業

・事 業 実 施 場 所 大館市二井田字羽貫谷地８番地７（大館工業団地内）

・貸付対象総事業費 １４，２５８百万円

・貸 付 額 ５，０００百万円

・新規雇用予定数 １７１人

・貸 付 予 定 日 平成２８年１１月下旬

○ 全体計画 （単位：百万円）

区 分 総額 H26 H27 H28

貸付対象事業費 14,258 90 4,527 9,641

ふるさと融資 5,000 - - 5,000

（２）継続案件

・貸 付 事 業 者 ユナイテッドリニューアブルエナジー株式会社

・貸 付 対 象 事 業 木質バイオマス火力発電事業（出力２万キロワット）

・事 業 実 施 場 所 秋田市向浜一丁目１番１９号

・貸付対象総事業費 ９，９８５百万円

・貸 付 額 ４００百万円（Ｈ２８）

・新規雇用予定数 ２５人

・貸 付 予 定 日 平成２８年９月下旬

○ 全体計画 （単位：百万円）

区 分 総額 H25 H26 H27 H28

貸付対象事業費 9,985 92 4,088 4,559 1,246

ふるさと融資 3,100 - 1,400 1,300 400

３ 予算額 ５，４００，０００千円

内訳 ・新規案件（１件） ５，０００，０００千円

・継続案件（１件） ４００，０００千円
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（参考）地域総合整備資金貸付制度概要

・貸付対象者 法人格を有する民間事業者等

・貸付限度額 貸付対象費用から補助金を除いた額の３５％以内（上限４２億円）

※過疎地域等の一部地域における事業は４５％以内（上限５２億円）

・雇 用 要 件 新規雇用１０人以上（再生可能エネルギー電気事業は１人以上）

・貸 付 利 率 無利子

・貸 付 期 間 １５年以内（据置期間５年以内を含む）の元金均等半年賦償還

・財 源 地方債

※地方債に係る利子の７５％は特別交付税措置の対象
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自動車産業強化支援事業について

地域産業振興課

１ 目 的

我が国のリーディング産業である自動車産業を本県産業の柱の一つにする

ため、県内企業の競争力強化による取引拡大、新規参入を図るとともに、次

世代自動車や本県自動車関連企業のＰＲを行うことにより、自動車産業に対

する理解と関心を高める。

２ 概 要

（１）競争力強化支援事業 ２２，３８２千円

県内企業のＱＣＤ（品質・コスト・納期）の向上や認証取得等の支援に

より、自動車メーカーとの取引に必要な競争力を強化する。

①ＱＣＤ（品質・コスト・納期）の向上支援

・企業の中核人材の育成（「あきたクルマ塾」の開催）

・生産管理能力の向上（原価管理、品質管理、ＱＣサークル等をテー

マとしたセミナーの開催）

・加工技術の向上（大学等と連携した切削加工、ＣＡＤ、熱処理等の

セミナーの開催）

・工程改善リーダーの育成（県内企業の製造工程を教材としたグルー

プ研修の開催）

②プロジェクトマネージャ等による個別企業支援

・自動車メーカーＯＢ（２名）による個別企業の課題に応じた支援策

の実施

③認証取得支援

・海外メーカーとの取引に必要な認証規格(TS16949)の取得経費の助成

補助率：１／２ 補助上限：３００万円

（２）参入促進支援事業 ７，０１４千円

展示商談会の開催や中京地区アドバイザーのマッチング支援により、県

内企業の取引拡大、新規参入を促進する。

①展示商談会等の開催

・東北、北海道合同展示商談会の開催（愛知県刈谷市）

・北東北３県合同展示商談会の開催（ダイハツ工業(株)（大阪府））

・自動車メーカー設計部門招聘による個別マッチング支援

②中京地区アドバイザーによるマッチングの実施

・自動車メーカーＯＢ（３名）によるメーカー側のニーズの掘り起こ

し、県内技術シーズとのマッチング支援
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（３）次世代自動車普及促進事業 ７，１０３千円

環境対応車、自動運転車等の次世代自動車と併せ県内自動車関連企業の

紹介・ＰＲを行うことにより、自動車産業への理解と関心を高めるととも

に、高校生の地元就職の促進につなげる。

①次世代自動車普及促進セミナー

・次世代自動車普及のための充電設備の整備に関するセミナーの開催

②「あきたＮＥＸＴモーターショー」の開催

・事業主体 あきたＮＥＸＴモーターショー実行委員会（県、自動車

販売店協会、あきた自動車産業振興協議会等で構成）

・時 期 平成２８年１０月（予定）

・場 所 あきたスカイドーム

・内 容 次世代自動車コーナー（環境対応車、先進技術（安全、

自動運転）等の展示）

モノづくりコーナー（県内製造業の取り組みの展示）

体験・試乗コーナー（特殊車両等の展示、次世代自動車

の試乗）

３ 予算額 ３６，４９９千円

（１）競争力強化支援事業 ２２，３８２千円

内 訳 ・委託料 ４５０千円

・講師等旅費 １，６７３千円

・謝金等 ９１０千円

・補助金・負担金 １９，３４９千円

（２）参入促進支援事業 ７，０１４千円

内 訳 ・職員等旅費 ２，２２５千円

・印刷製本費 ７７０千円

・使用料・広告料等 ５０７千円

・補助金・負担金 ３，５１２千円

（３）次世代自動車普及促進事業 ７，１０３千円

内 訳 ・委託料 １９５千円

・講師等旅費 １５８千円

・使用料・保険料等 ２５０千円

・補助金・負担金 ６，５００千円
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（参考） 

 本県自動車産業関連事業の実績 

１．中核人材の育成 ～県内企業における中核人材の底上げと連携強化～ 

    「あきたクルマ塾」の開催 

     ・第１期（平成24年8月～平成25年12月） 修了者 14社16名 

     ・第２期（平成26年5月～平成27年10月） 修了者 10社14名  

 

 

２．工程改善指導  ～生産効率の向上による原価低減～ 

   
 H24 H25 H26 H27 

指導企業数 ２ ６ ４ ５ 

（主な効果） 

 ・段取り替え作業の標準化と改善による作業時間の短縮 

 ・カンバン方式導入による在庫の低減 

３．プロジェクトマネージャの支援 ～受注支援や人材育成 

    （主な支援事例） 

    ・県内企業の銀鏡塗装技術をインテリアへ提案、自動車メーカーへの提案を仲介 

    ・展示商談会への出展勧誘、プレゼン内容の助言、実施後のフォロー 

    ・県内工業高校２校で自動車産業のモノ作りに関する講演会を実施 

 

 

４．展示商談会やマッチング支援による取引拡大 ～参入・飛躍のきっかけに～ 

   ○東北６県合同展示商談会の開催 

 

 

 

 

 

 

    （主な商談内容） 

    ・抵抗器が部品メーカーの製造ラインに採用 

    ・パイプ曲げ技術が電動ポンプ部品に採用 

 

   ○中京地区アドバイザーのマッチング活動    

    （主な商談内容） 

    ・プレス部品が電動スライドドアのモーター部品に採用 

    ・樹脂、ゴム、ダイカスト部品を部品メーカーに紹介し、見積提出等商談継続中 

個別企業への指導から、 

実際の製造ラインを教 

材とした工程改善グルー 

プ研修に、活動が拡大。 

開催年度 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 

開催場所 刈谷 トヨタ 刈谷 トヨタ 刈谷 トヨタ 

秋田県参加件数 ６ ７ ９ ７ ９ ９ 

商談件数 ０ ４ ５ ２ ８ － 
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５．技術開発の取組状況 ～新たな技術提案への取組増加～ 

    （主な取組事例） 

    ・産業技術センターとの共同研究により生産現場対応型小型硬さ試験機を開発 

     →部品メーカーでの展示商談会に出展し、採用決定 

    ・「自動車産業技術開発支援事業費補助金」（平成２６年度まで実施）により、 

     自動車用ストップランプスイッチの製造自動化に関する技術開発を実施 

     →生産能力２．５倍増を実現し、取引を拡大 

    ・産業技術センターとの共同研究により特定部位へのレーザー焼き入れ技術を導入 

     →ステアリング機構部品に採用 

    ・産業技術センター、産業技術総合研究所と共同で高密度・高出力モーターコイルの 

     量産化に向けた開発を実施中 → 自動車分野での製品化を目指す 

 

 

６．最近の工場の新増設の状況 ～自動車産業の集積の進展～ 

企業名 進出・増設場所 時期 製造（予定）部品 

(株)Nui Tec Corporation 横手市平鹿町 H27.11 自動車用シートカバー 

(株)小滝電機製作所 大館市釈迦内 H28.1 ターンランプ、ヘッドランプ等のＬＥＤ基板 

睦特殊金属工業(株) 横手第２工業団地 H28.8 自動車用焼結部品 

睦合成工業(株) 横手第２工業団地 H28.8 樹脂射出成形部品 

大橋鉄工(株) 横手第２工業団地 H29.2 オートマチックトランスミッション部品 

億円 

369

573 590 576 554

0

100
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400
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600

700

H21 H22 H23 H24 H25

億円 
（参考 工業統計調査） 

968 

933 

971 

県地域産業振興課調査 

※本県自動車部品等の出荷額の推移 

（注）工業統計調査では、自動車部品等の出荷額に計上される企業は、当該部品を主に製造する企業２３社   

     （平成２５年）に限定されていることから、本県自動車産業全体の状況を把握するため独自調査を実施。 

     （平成２６年企業数：80社）  
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あきたものづくり創生事業について【新規】 

        

地域産業振興課  

 

１ 目 的  

  産業技術センターにおいて、これからのものづくりに必要となる人材を育成

するとともに、最新加工技術や新たな材料に関する技術移転を図ることにより、

県内企業による付加価値の高い製品開発等を促進する。  

 

２ 概 要 

（１）デジタルものづくりに対応できる設計技術者の育成     ７，９１０千円  

      ３次元ＣＡＤによる設計技術や構造解析等のシミュレーション技術等の

実践研修を行う。  

      ・３次元ＣＡＤコース、構造解析コース、射出成形ＣＡＥ解析コース  

 

（２）３Ｄものづくり技術の普及と製品開発支援      １１，７６５千円 

      ３Ｄ鋳型積層造形装置、樹脂型３Ｄプリンタ及び５軸加工機による複雑形

状製品の加工技術等の実習等により、輸送機用部品や医療用インプラント等

の製品開発を支援する。  

      ・３次元加工技術に関する技術指導、研修  

      ・医療機器、輸送機関連製品の共同研究  

 

（３）機能性部材を活用した製品の高度化支援        ６，９４２千円 

      粉末冶金技術や薄膜技術等により機能性を高めた材料を活用し、既存製品

等の高度化や省エネ・熱利用等のデバイス開発を支援する。  

・超硬工具の共同研究  

・熱電変換素子の活用に関する共同研究  

 

（４）ＩｏＴや制御技術を活用した製品開発支援       ７，４９２千円 

      センサー応用技術やメカトロニクス技術を活用し、高機能で付加価値の高

い製品開発を支援する。  

      ・見守りシステム、営農支援機器の共同研究  

      ・製造工程を改善する装置の共同研究  

 

３ 予算額                           ３４，１０９千円 

     内 訳  ・職員旅費等       ６，７３６千円 

・一般需用費         １１，１８５千円 

・委託料             １２，６０９千円 

・備品購入費等        ３，５７９千円 
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〈参考〉 

 

「産業新生技術イノベーション事業」から「あきたものづくり創生事業」へ 

       

 

 

 

 

                                                                

 

 

 

 

①輸送機産業集積化事業 

 ・難削材料の機械加工に関する研究  

 ・ＣＦＲＰの加工技術に関する研究  

 

②環境共生エネルギー産業化事業 

 ・小水力発電機の開発  

 

③グリーン・エレクトロニクス産業 

創生事業  

・降雪地向けソーラーパネルの開発  

 

④医療機器産業顕在化事業 

 ・術中免疫染色装置の開発  

 

 

 

 

 

①デジタルものづくりに対応できる設

計技術者の育成 

 

②３Ｄものづくり技術の普及と製品開

発支援 

 

③機能性部材を活用した製品の高度化

支援 

 

④ＩｏＴや制御技術を活用した製品開

発支援 

産業新生技術イノベーション事業 

（H23～H27）  

 

あきたものづくり創生事業 

（H28～ H32）  

目的：技術移転 

産業分野に 

着目 

技術分野に 

着目 
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（Ｈ
２
６
年
度
）

・
特
許
出
願
件
数
：
１
２
件

・
特
許
登
録
件
数
：
６
３
件

・
実
施
許
諾
契
約
件
数
：
１
４
件

→
関
連
製
品
出
荷
額
：
約
１
億
円

最
近
の
主
な
支
援
事
例

研
究
会
活
動

・
「
北
東
北
ナ
ノ
・
メ
デ
ィ
カ
ル
ク
ラ
ス

タ
ー
研
究
会
」
、
「
秋
田
県
非
破
壊
検

査
技
術
研
究
会
」
等
５
研
究
会
を
主
体

的
に
運
営

・
他
に
「
秋
田
県
表
面
処
理
技
術
研
究

会
」
な
ど
多
数
の
研
究
会
に
参
画

予
算
総
額
（
給
与
費
除
く
）

（
H
2
8
：
4
4
9
,1
3
4
千
円
）

●
術
中
免
疫
組
織
染
色
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置

～
が
ん
細
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を
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正
確
に
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高
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度
点
滴
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ン
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～
点
滴
の
滴
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単
に
短
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間
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測
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～

●
硬
さ
試
験
機
～
製
品
強
度
検
査
（
小
型
化
）
～
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技
術
相
談
指
導
件
数

・
コ
ア
技
術
：
電
界
撹
拌
技
術

・
研
究
会
で
医
療
ニ
ー
ズ
と
マ
ッ
チ
ン
グ

・
国
の
競
争
的
資
金
を
獲
得
し
、
産
学
官
共

同
研
究
に
よ
り
製
品
開
発

・
コ
ア
技
術
：
赤
外
線
セ
ン
サ
ー
技
術

・
国
の
競
争
的
資
金
を
獲
得
し
、
産
学
官
共

同
研
究
に
よ
り
製
品
開
発

・
コ
ア
技
術
：
ナ
ノ
レ
ベ
ル
精
密
位
置

決
め
技
術

・
技
術
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
に
よ
る
企
業

ニ
ー
ズ
マ
ッ
チ
ン
グ

・
国
の
競
争
的
資
金
を
獲
得
し
、
産
学

官
共
同
研
究
に
よ
り
製
品
開
発

●
降
雪
地
向
け
太
陽
光
パ
ネ
ル

～
段
差
を
な
く
し
て
雪
を
滑
り
落
と
す
～

・
技
術
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
に
よ
る
企
業
ニ
ー
ズ
マ
ッ

チ
ン
グ

・
県
内
企
業
と
の
共
同
研
究
に
よ
り
製
品
開
発

●
水
素
水
生
成
器

～
携
帯
型
水
素
水
生
成
装
置
を
無
線
給
電
～

・
コ
ア
技
術
：
無
線
給
電
技
術

・
技
術
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
と
研
究
員
に
よ
る
企
業

ニ
ー
ズ
マ
ッ
チ
ン
グ

・
県
内
企
業
と
の
共
同
研
究
に
よ
り
製
品
開
発

●
超
音
波
霧
化
ノ
ズ
ル

～
曲
面
に
有
機
半
導
体
材
料
を
霧
状
に
ス
プ
レ
ー
～

・
コ
ア
技
術
：
ア
ク
チ
ュ
エ
ー
タ
技
術

・
大
手
自
動
車
部
品
メ
ー
カ
ー
か
ら
の
提
案
を
受

け
て
、
産
学
官
共
同
研
究
に
よ
り
製
品
開
発
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 企業立地促進事業について 

 

 産 業 集 積 課 

 資源エネルギー産業課 

 

１ 目 的 

  本県経済に対する波及効果の大きい企業の立地を促進するため、工場等の新

増設のための設備投資及び雇用等に係る費用の一部を助成する。 

 

 

２ 概 要 

（１）あきた企業立地促進助成事業          

① 設備投資支援型 

・対 象 業 種：製造業（環境・エネルギー型、資源素材型企業を含む）、 
研究開発型、流通関連業、情報通信関連業 

・投資額要件：３億円以上(土地代を除く) 
・雇 用 要 件：新規常用雇用者１０人以上 
・補 助 率：１０％(要件に応じた補助率の加算あり) 
・雇用奨励費：２５万円／人・年(３年間) 
・限 度 額：５億円(要件に応じた限度額の加算あり) 
 

② 事業集約支援型 
・目   的：県内への事業集約の推進 
・対 象 業 種：製造業及び製造関連サービス業 

・投資額要件：事業集約に伴う経費１千万円以上 
・雇 用 要 件：新規常用雇用者２人以上 
・補 助 率：２０％(集約経費) 
・限 度 額：２千万円 

 

 

（２）コールセンター等立地促進事業（継続補助分） 
        ・対 象 経 費：建物・機械設備賃借料、通信回線使用料 

・補 助 率：２０％(３年間) 
・雇用奨励費：２５万円／人・年(３年間) 

 
 

３ 予算額                               ４，３６０，２６５千円 
（１）あきた企業立地促進助成事業(４４件) ４，３５３，４３５千円(補助金) 
     内訳 ・産業集積課分       (３９件) ３，６９２，０３５千円 
          ・資源エネルギー産業課分(５件)     ６６１，４００千円 
      （環境・エネルギー型、資源素材型） 

 

（２）コールセンター等立地促進事業(１件) ６，８３０千円(補助金) 
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（参　考）平成２８年度当初予算内訳

１．企業立地促進事業

（１）あきた企業立地促進助成事業

　①　産業集積課分

1 秋田エプソン㈱（2期） 湯沢市 継続 5年目 20 5,000 5,000

2 ㈱高瀬電設 湯沢市 継続 5年目 10 2,500 2,500

3 並木精密宝石㈱（3期） 湯沢市 継続 4年目 30 7,500 7,500

4 秋田指月㈱（2期） 羽後町 継続 4年目 56 14,000 14,000

5 ㈱UNIGEN 秋田市 継続 4年目 12 3,000 3,000

6 ㈱ﾌﾟﾚｽﾃｰｼﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（3期） 秋田市 継続 4年目 290 72,500 72,500

7 国際商事㈱ 羽後町 継続 3年目 10 2,500 2,500

8 ニプロ㈱ 大館市 継続 3年目 128 32,000 32,000

9 秋田エプソン㈱（3期） 湯沢市 継続 3年目 10 2,500 2,500

10 ニプロファーマ㈱ 大館市 継続 3年目 10 2,500 2,500

11 ㈱SUMCO 秋田市 継続 3年目 10 2,500 2,500

12 大虎運輸北東北㈱ 秋田市 継続 3年目 20 5,000 5,000

13 光ｶﾞﾗｽ㈱、他1社 湯沢市 継続 3年目 15 3,750 3,750

14 DOWAｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ秋田㈱（2期） 秋田市 継続 3年目 34 8,500 8,500

15 ㈱五洋電子 潟上市 継続 3年目 15 3,750 3,750

16 ㈱大仙物流 大仙市 継続 3年目 15 3,750 3,750

17 日本一フード秋田㈱ 横手市 継続 3年目 10 2,500 2,500

18 遠藤林業㈱ 大館市 継続 3年目 20 5,000 5,000

19 秋田渥美工業㈱、他2社 横手市 継続 2年目 10 2,500 2,500

20 ﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝ･ｼｽﾃﾑ･ｻｲｴﾝｽ㈱ 大館市 継続 2年目 5 1,250 1,250

21 アスカフーズ㈱ 横手市 継続 2年目 10 2,500 2,500

22 秋田海陸運送㈱ 秋田市 継続 2年目 17 4,250 4,250

23 ㈱秋田オイルシール にかほ市 継続 2年目 14 3,500 3,500

24 エスアイアイ・プリンテック㈱ 大仙市 継続 2年目 14 3,500 3,500

25 住友ﾍﾞｰｸﾗｲﾄ㈱、他1社(メディカル) 秋田市 継続 2年目 12 3,000 3,000

26 DOWAｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ秋田㈱（3期） 秋田市 新規 1年目 1,216,000 364,800 14 3,500 368,300

27 石垣鐵工㈱ 大館市 継続 1年目 16 4,000 4,000

28 秋田指月㈱（3期） 羽後町 継続 1年目 30 7,500 7,500

29 住友ﾍﾞｰｸﾗｲﾄ㈱、他1社(リチウム) 秋田市 継続 1年目 11 2,750 2,750

30 ミサキ化学工業㈱ にかほ市 新規 - 881,604 176,320 176,320

31 ＮＬＴテクノロジー㈱ 秋田市 継続 1年目 5 1,250 1,250

32 ㈱ＹＧＦ 湯沢市 継続 1年目 100 25,000 25,000

33 ティディエス（株） 北秋田市 継続 1年目 15 3,750 3,750

34 ニプロ（株） 大館市 新規 - 14,253,234 1,000,000 1,000,000

35 ニプロパッチ(株) 大館市 新規 1年目 3,620,000 724,000 30 7,500 731,500

36 秋田グルーラム(株) 大館市 新規 1年目 164,070 24,610 10 2,500 27,110

37 セイコーエプソン(株)、秋田エプソン株式会社 湯沢市 新規 - 7,235,418 1,000,000 1,000,000

38 (株)栄田 にかほ市 新規 1年目 651,828 97,774 10 2,500 100,274

39 秋田海陸運送㈱ 秋田市 新規 1年目 340,318 34,031 44 11,000 45,031

39件 28,362,472 3,421,535 1,082 270,500 3,692,035

　②　資源エネルギー産業課分（環境・エネルギー型、資源素材型）

1 エコシステム秋田（株） 大館市 新規 - 2,697,000 539,400 539,400

2 （株）小滝電機製作所 大館市 新規 - 550,000 110,000 110,000

3 能代FCR有限責任事業組合 能代市 継続 1年目 11 2,750 2,750

4 小坂製錬㈱ 小坂町 継続 4年目 20 5,000 5,000

5 日本新金属㈱（２期） 秋田市 継続 2年目 17 4,250 4,250

5件 3,247,000 649,400 48 12,000 661,400

44件 31,609,472 4,070,935 1,130 282,500 4,353,435

（２）　コールセンター等立地促進事業

1 ㈱エレックス極東 秋田市 継続 2年目 11,650 2,330 18 4,500 6,830

1件 11,650 2,330 18 4,500 6,830

産業集積課　計

予算額
（千円）

投下固定資産
番
号

新継
の別 対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

企　業　名 所在地
雇用
奨励費

所在地
新継
の別

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）

雇用奨励費

雇用
奨励費

投下固定資産 雇用奨励費
予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）

予算額
（千円）対象額

（千円）
補助予定額
（千円）

対象人数
（人）

補助予定額
（千円）

投下固定資産 雇用奨励費
番
号

新継
の別

雇用
奨励費

企　業　名 所在地

コールセンター等立地促進事業　計

あきた企業立地促進助成事業　計

資源エネルギー課　計

番
号

企　業　名
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 本社機能等移転促進事業について 

（本社機能等移転促進補助金【新規】） 

 

 産 業 集 積 課 

 

１ 目 的 

  県内への本社機能等の移転を促進することにより、多様で安定的な雇用の創

出を図る。 

 

 

２ 概 要 

・対 象 企 業：県内に本社機能等を移転し本店登記するもの 
（本店登記は案件に応じ協議） 

・雇 用 要 件：県内への本能機能等移転に伴う増加常用雇用者２人以上 
・対 象 経 費：移転に要する事務経費、建物及び付属設備、一般設備、 

生産設備、従業員の転居等に要する費用、新規常用雇用者の 
初年度人件費 

・補 助 率：４０％以内 
・限 度 額：４千万円 
・予 定 企 業：３社 

 
※ 本社機能等････全社的な事業活動を統括する管理業務部門、調査・企 

画部門、情報処理部門、研究開発部門、国際事業部門 
及び研究所、研修所 

 
 
３ 予算額          ９２，８４６千円(補助金) 

 
 

 

 

【参考】国の特例措置適用に向けた県の対応について 

 

（１）地域再生法に基づく地域再生計画 

全２５市町村が参画する県計画を国に提出 

（平成２８年１月１３日地域再生計画提出、平成２８年３月末認定見込み） 

 

※ 本社機能等を移転する企業が国、県等の特例措置（税の軽減）を受けるた

めには、県が地域再生計画を策定し国の認定を受ける必要がある。その後、

該当する企業は、施設整備計画を県に提出し認定を受ける必要がある。  

 

（２）県税条例の制定 

２月議会に「地方活力向上地域における県税の不均一課税に関する条例 

（案）」（税務課）を提出 

26



 

工業団地開発事業費について 

           

産 業 集 積 課 

 

 

１ 目 的 

県有工業団地における企業の立地環境の向上を図るため、工業団地の環境整

備や大館工業団地造成等の関連事業を実施する。 

 

 

２ 概 要 

（１）工業団地管理事業                        ３６，０８６千円 

工業団地の維持管理や環境整備等に係る経費  

 

 

（２）大館工業団地造成事業                    ７０５，９６３千円 

      平成２７年度中に、相続関係で取得困難な共有地を除き用地取得となるこ 

とから、埋蔵文化財調査と並行して本格的な造成工事に着手する。 

 

 

（３）下新城工業団地（仮称）関連事業          ９８，３１４千円 

○ 第１工区１期工事の「１号区画道路・北側接続道路」（延長 500ｍ、幅員 

14ｍ）について舗装工事を実施する。（平成 17～19 年度：下層路盤等整備済。） 

○ 秋田市も、来年度、隣接地を市道整備する予定である。(延長約 300ｍ) 

 

 

（４）横手第二工業団地環境整備事業           ３４，７８５千円 

      大型車両の通行による工業団地の利便性向上と通学路の安全確保のため、 

団地内道路を拡幅する。（延長 200m、幅員 4ｍ→9.5ｍ） 

 

 

３ 予算額           ８７５，１４８千円 

 

27



《参考》大館工業団地造成事業

・団地造成スケジュール

・位置図

用地交渉

（試掘調査） （確認調査） （発掘調査）

（必要な場合に実施）

（試掘調査） （確認調査） （発掘調査）

1 4 7 1 410

遺跡名：片貝
（第一拡張地）

第一拡張地

基本設計 拡張地の基本設計

現地測量
実施設計
用地測量　等

埋蔵文化財
調査

用地交渉
用地買収

造成工事等
（道路工事、
インフラ整備含む）

第二拡張地

詳細な調査
  一部を大館市土地開発公社
　へ委託

遺跡名：片貝家ノ下
（第二拡張地）

相続の整理、契約、支払
　大館市土地開発公社
　へ委託

実施項目 内容
H25 H26 H29

4 7

H27 H28

7 1 4 10410 10

（仮置き）

H30

4 7 10 117 1710
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　  ・スケジュール

　  ・位置図

《参考》下新城工業団地（仮称）関連事業 

国道７号 

１号区画道路・北側接続道路 

L=500m 

供用開始 H26.6.13、秋田市へ移管 H26.7.11 

キャンパスタウン 

県立大学 

下新城東西線 全体延長 L=1,973m  W=6.5(16.5)m 

秋田市施工区域 

下新城工業団地（仮称）関連事業 

 全体計画 造成予定面積 ２２．５ｈａ（分譲用地、道路、調整池含む） 

 

・１工区１期     下新城東西線 L=1,222ｍ 

           １号区画道路・北側接続道路 L=500ｍ 

 

・１工区２期・３期  下新城東西線北側の造成 

 

・２工区       下新城東西線南側の造成 

設計、測量

工事

11月 12月

平成28年度
項目

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月
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《参考》横手第二工業団地環境整備事業

・スケジュール

・位置図

整地

道路拡幅

項目
8月 9月

平成27年度 平成28年度

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

整地 A=3.0ha

木
陰
沼

道路拡幅 L=200m

30



情報関連産業競争力強化事業について 

 

商 業 貿 易 課 

 

 

１ 目 的 

  成長産業である情報関連産業の振興を図るため、県内の情報関連事業者が行

う商品開発、認証取得及び高度情報関連技術者の養成を支援し、競争力強化の

取組を促進する。 

 

２ 概 要 

（１）情報関連産業商品開発支援事業           １２，０００千円 

     県内情報関連事業者が、首都圏等の大規模市場で売り込む自社独自商品の 

   開発を促進するため、商品開発に要する経費の一部を助成する。 

 

    ・補 助 対 象：県内情報関連事業者 

  ・補助対象経費：市場及びニーズ調査、商品開発に要する費用 

 ・補 助 率：１／３以内 

  ・限 度 額：３，０００千円（採択予定４件） 

 

（２）情報関連認証取得支援事業              ４，０００千円 

      プライバシーマークの認証は、官公需受注や共同企業体参加の資格要件と 

なりつつあることから、県内情報関連事業者の認証取得を促進するため、取 

得に要する経費の一部を助成する。 

 

 ・補 助 対 象：県内情報関連事業者（新規取得者） 

  ・補助対象経費：コンサルティング料、申請・審査費用 

  ・補 助 率：１／３以内 

  ・限 度 額：８００千円（採択予定５件） 

 

（３）情報関連高度技術者養成事業【新規】         ２，１４９千円 

      県内情報関連事業者のソフトウェア開発プロジェクトを管理する高度技

術者を育成するため、プロジェクトマネージャ養成講座を開催する。 

 

 ・事業期間：平成２８年４月から平成２９年３月まで 

  ・委 託 先：民間企業等（公募） 

  ・参 加 者：２０名程度（開発プロジェクトの経験を有する県内情報関連企 

業の技術者） 

  ・参 加 料：３０，０００円／人 
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３ 予算額                 １８，１４９千円 

（１） 情報関連産業商品開発支援事業     １２，０００千円（補助金） 

（２） 情報関連認証取得支援事業        ４，０００千円（補助金） 

（３） 情報関連高度技術者養成事業       ２，１４９千円（委託料） 

               財源内訳 １，５４９千円 

                      ６００千円 

 

委託料の内訳 ・講師人件費・旅費    １，５２５千円 

              ・機器使用料         １３０千円 

              ・会場使用料他        ４９４千円 

 

 

（参 考） 

○ プライバシーマーク（個人情報保護） 

個人情報について適切な保護措置を講じる体制を整備・運用している事業

者を認証する制度。 

○ プロジェクトマネージャ 

ソフトウェア開発プロジェクトの責任者として、プロジェクト計画の立案、

要員や資源の確保及び計画した予算、納期、品質の達成について責任を持っ

て管理・運営する者。 

特に大規模プロジェクトの場合は、全体の進捗を維持する能力、リスクの

発生予測や最小化する能力、発注元責任者との良好なコミュニケーションを

保つ能力などが必要であり、その役割は非常に重要である。 
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情報関連産業立地促進事業について【新規】 

 

商 業 貿 易 課 

 

１ 目 的 

  県内情報関連産業において、新規立地及び事業拡大を促進し、地元人材活用

による情報関連技術者の育成と仕事づくりを図るため、人材育成費等の一部を

助成する。 

 

２ 概 要 

  ・対象企業：県内に本社を有し情報関連事業を行う中小企業者 

        ※新たに本社を設置する場合を含む。 

  ・補助要件：県内で新規に常用雇用した情報関連技術者５人以上の増加 

※既存県内企業の事業拡大の場合は２人以上  

  ・対象経費及び補助率： 

①人材育成費： 

情報関連技術者     ：５０万円／人・年（３年間） 

         情報関連技術者以外の職員：２５万円／人・年（１年間） 

②建物・機械設備等の賃借料：２０％（３年間） 

③通信回線使用料     ：２０％（３年間） 

 

  ・限 度 額：年間３，０００万円 

  （②＋③については、①人材育成費を上限とする。） 

 

３ 予算額                    １３，７３５千円 

   内 訳 ・補助金              １３，４４９千円 

         内訳 新規立地（㈱テクノス秋田） ８，９４９千円 

            事業拡大（㈱トラパンツ）  ４，５００千円 

       ・職員旅費                ２８６千円 

 

 

（参 考） 

○ ㈱テクノス秋田 

・立地時期：平成２８年１月５日   ・場所：秋田市 

・取扱業務：ＩＣＴサポート業務、ＢＰＯ業務、システム開発業務、教育

業務 

・新規雇用：情報関連技術者１２人、情報関連技術者以外の職員７人 

      今後３年間で、５２人に増員予定 

○ ㈱トラパンツ 

・事業拡大時期：平成２８年３月   ・場所：秋田市 

・取扱業務：ｗｅｂサイト制作業務、システム開発業務、映像制作業務 

・新規雇用：情報関連技術者８人、情報関連技術者以外の職員２人 
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○ 情報関連事業 

日本標準産業分類の大分類「Ｇ情報通信業」のうち、「情報サービス業（ソ

フトウェア業、情報処理・提供サービス業）」「インターネット付随サービス

業」「映像・音声・文字情報制作業（映像情報制作・配給業）」 

 ○ 情報関連技術者 

日本標準職業分類の大分類「Ｂ専門的・技術的職業従事者」のうち、「シ

ステムコンサルタント」「システム設計者」「情報処理プロジェクトマネージ

ャ」「ソフトウェア作成者」「システム運用管理者」「通信ネットワーク技術

者」「その他の情報処理・通信技術者」に相当する技術者 
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環日本海物流ネットワーク構築推進事業について 

（秋田港コンテナ貨物利用拡大支援事業） 

 

商 業 貿 易 課 

 

１ 目 的 

貿易振興を通じた県内経済の活性化を図るため、秋田県環日本海交流推進

協議会へ荷主奨励金制度の負担金を拠出し、ポートセールスを通じて秋田港

の国際コンテナ貨物を利用する荷主企業の維持・拡大を目指す。 

 

２ 概 要 

（１）荷主定着化促進事業費負担金            ２９,６２０千円 

荷主奨励金については、県と秋田市が負担金を出し合い、秋田県環日本海

交流推進協議会が交付しており、このうち県負担分は次のとおり。 

【県負担金積算内訳】 

① 新規荷主奨励金                   ３,５００千円 

秋田港国際コンテナターミナルを初めて利用する荷主企業を対象に、取扱

量に応じた助成を行うとともに、秋田港までの陸送費の一部を助成し、他港

利用からの転換を促す。また、小規模事業者などが利用する小口混載貨物を

対象に、経費の一部を助成する。 

ア 陸送費支援【新規】 

・要  件：年度内に１０TEU を超えて輸出を行うこと 

・交付金額：秋田港までの陸送費の１／４（上限５千円／TEU） 

・限 度 額：１０万円 

イ 小口混載貨物支援【新規】 

・要  件：小口混載貨物サービスを利用して輸出入を行うこと 

・交付金額：混載貨物１トンまたは１㎥あたり２千円 

・限 度 額：５万円（年間２５トンまたは２５㎥に達するまで） 

ウ 新規荷主支援 

・要  件：年度内に１０TEU を超えて輸出入を行うこと 

・交付金額：１０TEU 超過分から１TEU あたり１万円 

・限 度 額：１００万円（１１０TEU 相当分） 

② 継続荷主奨励金                  ２６,１２０千円 

   秋田港国際コンテナターミナルを継続的に利用している荷主企業を対象

に、取扱数量等に応じて助成する。 

ア 新規輸出国開拓支援【新規】 

・要  件：荷主企業がこれまで秋田港から輸出実績のない国へ３００

TEU を超えて輸出を行うこと ※継続荷主支援(P36)との併用可 

・交付金額：３００TEU 超分から１TEU あたり５千円 

・限 度 額：１００万円（５００TEU 相当分） 

35



イ 継続荷主支援 

・要  件：年度内に３０TEU を超え、かつ過去３ヶ年度の平均取扱量

以上の輸出入を行うこと 

※旧要件では「５０TEU 超、かつ前年度比１０％以上の増」 

・交付金額：３０TEU 超過分から１００TEU までは５千円／TEU 

１０１～１６５TEU は１万円／TEU 

１６６TEU 以降は５０TEU 増毎に２５万円加算（２回まで） 

・限 度 額：１００万円（１６５TEU 相当分） 

加算の場合：１２５万円（２１５～２６４TEU） 

１５０万円（２６５TEU 以上） 

 

（２）秋田港ポートセールス推進事業              ７２２千円 

秋田港の国際コンテナ貨物を利用する荷主企業の維持・拡大を目指し、県

内外の企業を訪問し、秋田港や荷主奨励金制度のＰＲを展開する。 

 

３ 予算額                                      ３０,３４２千円 

  （１）荷主定着化促進事業費負担金（県負担分）  ２９,６２０千円 

      ①新規荷主奨励金                            ３,５００千円 

        内訳 ア 陸送費支援                       １,５００千円 

イ 小口混載貨物支援                    ５００千円 

ウ 新規荷主支援                     １,５００千円 

      ②継続荷主奨励金                          ２６,１２０千円 

内訳 ア 新規輸出国開拓支援               ２,０００千円 

イ 継続荷主支援                   ２４,１２０千円 

 

  （２）秋田港ポートセールス推進事業                 ７２２千円 

        内訳  ・職員旅費                             ６１１千円 

              ・印刷費（奨励金制度資料）               ６１千円 

              ・使用料（ポートセミナー実施会場）       ５０千円 
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県内企業海外展開支援事業について 

（県内企業輸出促進応援事業） 

 

商 業 貿 易 課 

 

１ 目 的 

ＴＰＰの大筋合意により、今後国内企業のさらなる海外展開が見込まれる

ことから、県内企業の海外展開を促進するため、その初期段階や発展段階に

おける取組を支援する。 

 

２ 概 要 

（１）海外展開一般枠                  １２,０００千円 

海外で開催される見本市や商談会等への出展経費、現地の市場調査、商

品の改良等、県内企業の海外展開事業に要する経費の一部を助成する。 

・対象経費：旅費、出展費(使用料)、輸送費、通訳費、印刷費など 

・補 助 率：１／２以内 

・限 度 額：１,０００千円／件 

・採択予定：１２件 

 

（２）海外新拠点開設枠                  ２,０００千円 

県産品の販路拡大等を目的に海外へ進出しようとする県内企業が、現地

に新たな活動拠点（事務所、現地法人等）を開設するために要する経費の

一部を助成する。 

・対象経費：旅費、法人登記手数料、営業許可等取得費、翻訳料など 

・補 助 率：１／２以内 

・限 度 額：１,０００千円／件 

・採択予定：２件 

 

（３）多分野企業連携枠【新規】              ６,０００千円 

県内の生産者等と貿易業者、海外の貿易業者が一体となって、それぞれ

の専門性を活かしながら海外への販路拡大に取り組む事業に要する経費

の一部を助成する。 

・対象経費：旅費、出展費(使用料)、輸送費、通訳費、印刷費など 

・補 助 率：１／２以内 

・限 度 額：３,０００千円／件 

・採択予定：２件 

 

３ 予算額          ２０,０００千円（補助金） 
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新エネルギー産業創出・育成事業について

資源エネルギー産業課

１ 目 的

本県の多様で豊富な再生可能エネルギーのポテンシャルを生かし、新エネルギー関連

産業への県内事業者等の進出を促進する。

２ 概 要

（１）再生可能エネルギー導入促進事業 １，３１４千円

①再生可能エネルギー事業促進懇談会（１回）

②自然公園内の地熱発電にかかる優良事例形成の支援

地元で進められる合意形成を支援するための関係機関への協議等

（２）県内発電事業者等育成事業 ６，５１６千円

①風力発電等アドバイザー派遣

事業運営やメンテナンス技術等に関するアドバイザーの派遣（５回分）

②風況調査補助金

県内事業者が実施する風況調査に要する経費の助成（継続１件、新規２件）

・補助対象経費：風況観測用機器の取得、設置及び観測に要する経費

・補 助 率：１／２以内（上限４，０００千円）

・補助対象期間：３年以内

（３）新エネルギー関連産業創出支援事業 １２，５７９千円

①風車メンテナンスに係る人材育成プロジェクト【新規】

産学官連携による、県内を実践フィールドとした風車メンテナンスの効率的な

人材育成システムの構築（別紙参照）

②風力発電関連産業マッチング支援事業

風力発電関連産業への参入を目指す県内企業に対する研修、県内における風

力発電事業者とのマッチング機会の提供等

③メンテナンス技術者養成支援（拡充）

県内事業者におけるメンテナンス技術者の養成に要する経費の助成（６人分）

※これまでの国内の風力発電所等における研修（一般型研修）のほか、海外の

風車メーカーにおける「メーカーライセンス取得型研修」を追加

・補助対象経費：風車メーカーが実施する研修の受講費等

・補 助 率：１／２以内（上限５００千円（一般型）、１,０００千円（メ

ーカーライセンス取得型））
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（４）洋上風力発電導入促進事業 ３，１４０千円

①洋上風力発電導入促進事業

一般海域における早期事業化や、関連する送電網整備に向けた国への働きかけ等

②洋上風力発電関連産業育成事業（拡充）

「あきた洋上風力発電関連産業フォーラム」によるセミナーの開催や国内現地

調査の実施及び会員団体・企業による調査研究への専門アドバイザーの派遣（３

回分）

（５）水素エネルギー導入促進事業（拡充） １，６５１千円

①「秋田水素コンソーシアム（仮称）」の設立

構成：関連産業への参入を目指す県内企業、関係団体等、大学、庁内関係課所

（地域産業振興課、資源エネルギー産業課、産業技術センター）

②セミナーの開催（２回）

テーマ

・水素エネルギーの利活用の現状や方向性

・水素の製造・貯蔵技術

③先進事例調査の実施

（６）地熱エネルギー多面的利用促進事業【新規】 ４，１２９千円

①「地熱エネルギー多面的利用促進コンソーシアム（仮称）」の設立

構成：地熱発電所所在市（鹿角市、湯沢市）及び地元関係団体、大学、地熱発

電事業者、庁内関係課所（観光振興課、園芸振興課、地域産業振興課、

資源エネルギー産業課、産業技術センター、地域振興局）

②検討会の開催（４回）

テーマ

・地熱エネルギーを活用した地域活性化（産業観光における活用等）

・地熱を利用した農産物等の特産品開発

・地熱発電所から排出される熱水を活用したバイナリー発電の検討

③先進事例調査の実施

※国の「地熱開発理解促進関連事業支援補助金」を活用

３ 予算額 ２９，３２９千円

（１）再生可能エネルギー導入促進事業 １，３１４千円

内訳 ・講師謝金 ５０千円

・職員、講師旅費 ８６８千円

・消耗品、通信費、使用料等 ３９６千円
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（２）県内発電事業者等育成事業 ６，５１６千円

内訳 ・有識者謝金 ２５０千円

・職員、有識者旅費 ３６６千円

・風況調査補助金 ５，９００千円

（３）新エネルギー関連産業創出支援事業 １２，５７９千円

内訳 ・講師、有識者謝金 １，０４０千円

・職員、講師等旅費 １，６０９千円

・消耗品、通信費、使用料等 ４３２千円

・委託料 ５，４９８千円

・メンテナンス技術者養成補助金 ４，０００千円

（４）洋上風力発電導入促進事業 ３，１４０千円

内訳 ・講師、有識者謝金 １９０千円

・職員、講師等旅費 １，９４６千円

・消耗品、使用料等 １，００４千円

（５）水素エネルギー導入促進事業 １，６５１千円

内訳 ・講師謝金 ３０千円

・職員、講師旅費 １，１０８千円

・消耗品、使用料等 ５１３千円

（６）地熱エネルギー多面的利用促進事業 ４，１２９千円

内訳 ・講師謝金 ８０千円

・職員、講師旅費 ２，８１３千円

・消耗品、使用料等 １，２３６千円
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（別紙）

目　標

「風車メンテナンスに係る人材育成プロジェクト」の概要

風車メンテナンスに係る 

人材育成プロジェクトチーム 

（推進母体） 

県内大学 
メンテナンスへの 

参入を図る県内企業 

県内に 

風力発電所を有する 

大手発電事業者 

県技術専門校 
産業技術 

センター 

関係市町村 

   
 

受講者 
 

・県内企業社員 
 
・県内学生 

（大学､技術専門校） 
       など 

 

H29年度以降 実践 

県内を実践フィールドとする 

効率的な人材育成システムの構築 

     ・大学、技術専門校における 

     研修、資格取得支援 

     ・県内の風力発電所における 

     メンテナンス技術のＯＪＴ研修 

風車メンテナンス人材育成プログラム（マニュアル） 

・メンテナンス従事者のレベルごと（リーダー、作業員

等）に求められるスキル、必要となる資格の体系化 

・メンテナンス作業に関するＯＪＴを含めた効率的な 

実施体制の確立 

長期的に安定した人材の輩出 
メンテナンス産業の育成 
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（参考） 

                          水素エネルギーの実用化の現状について 

 

１ 国の長期的な取組方向（水素・燃料電池戦略ロードマップ） 

 将来的な水素社会の実現（＝水素による化石燃料の代替）に向け、平成 26 年 6 月に、

経済産業省が「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を取りまとめた。 

 

 

２ 水素の利用（需要面） 

 国の最終的な目標とされる水素発電は、まだ実証段階であるが、燃料電池は、一部が

実用化（商業生産）されているほか、様々な形態での産業利用に向けた技術開発が進め

られている。 

 

商業生産中 ・家庭用燃料電池の累計販売数（平成 27 年 9 月末現在）：約 14 万台 

・燃料電池車：平成 26 年 12 月販売開始 

開発中 

（主なもの） 

・燃料電池バス（東京オリンピックの選手輸送に利用予定） 

・工場電源の完全「燃料電池」化（一部大手企業が検討中） 

 

 

３ 水素の製造（供給面） 

 国が目指す CO2フリー水素の製造方法は、現時点では、「再生可能エネルギーによる

水の電気分解」しかないため、環境対策の一環として取り組む上記燃料電池ユーザーの

一部から、強い引き合いがある状況にある。 

 

製造方法 長所 短所 

 副生水素 

（工場での副産物） 

・既に実用化段階 

・副産物を活用するため最も安価 

・CO2が排出される。 

・大量生産に向かない。 

 化石燃料改質 

（メタン等から製造） 

・既に実用化段階 

・比較的安価 

・安定的な大量生産が可能 

・CCS（ CO2の地下貯留）等を

用いないと CO2 が排出され

る。  水の電気分解 

（火力発電） 

 水の電気分解 

（再エネ） 

・CO2フリー ・低コスト化、出力変動への対

応等の課題がある。 
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秋田を支える人材確保支援事業について 

 

          

雇用労働政策課 

 

 

１ 目 的  

  人口の社会減を抑制するため、県外に進学・就職した方のＡターン就職を促

進し、活力ある地域を維持するとともに、優れた人材を確保することで、県内

産業の振興を図る。  

 

２ 概 要 

(１) 秋田で就職応援団（Ａターン）事業        １５，８７９千円 

①Ａターンプラザ運営費               １３，３９４千円 

      東京事務所内に設置している「Ａターンプラザ秋田」において、Ａターン

就職希望者のマッチングを支援するとともに、移住を考えている方への住

宅・福祉・教育・子育て等に関する支援制度の紹介等を行う。また、相談員

が大学や企業等を定期的に訪問し、Ａターン事業等に関する本県の取組につ

いて情報提供する。  

      ・Ａターン相談員 ３名  

   

②Ａターン就職面接会開催費                ２６６千円 

      県内企業とＡターン登録者とのマッチングを行う。 

      ・開催地：東京都（２回：７月、１月）  

 

③民間転職フェア出展等経費【新規】          ２，２１９千円 

      国内最大規模の民間転職フェアや就活情報サイト「こっちゃけ」により、

県内の企業情報を提供する。  

 ・県相談ブースのフェア出展：東京都（２回）  

 

(２)  学卒者県内就職促進事業              ４，０７１千円  

①合同就職説明会・面接会等の開催経費         ２，１７７千円  

      大学等卒業予定学生向け合同就職説明会・面接会等を開催する。  

      ・説明会：東京都（４月）、仙台市（４月）、秋田市（３月）  

      ・面接会：秋田市（７月、９月）  

 

②県内就職希望登録促進経費                ４１１千円  

      進学予定の県内高校卒業生に対して、はがきによる県内就職希望登録を働

きかける。  
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③あきた女子活応援事業【新規】            １，４８３千円  

      「あきた女子活応援サポーター」を設置し、本県ゆかりの女子大学生等に

対し、交流会やウェブサイト等を通じて、秋田で働くことの魅力や県内企業

等への理解を深めて、県内就職に結びつける。  

      ・女子活応援サポーター：１５名程度 

      県内の企業で働く女性（管理職を含む）、Ａターン経験者、起業者等 

      ・交流会 

        開催地：東京都、秋田市（各１回） 

        参加者：大学３年生、短期大学１年生等 

      ・ウェブサイト（就活情報サイト「こっちゃけ」等） 

        交流会の開催情報、参加者の声、女性が活躍する企業の情報等 

 

（３）雇用労働アドバイザー配置運営事業          １１，７９６千円 

      県内各地域振興局圏域ごとに雇用労働アドバイザーを配置し、事業所訪問

による求人開拓、労働関係法令や助成制度の普及啓発等を行う。 

      ・雇用労働アドバイザー ８名  

 

３ 予算額                 ３１，７４６千円 

(１) 秋田で就職応援団（Ａターン）事業     １５，８７９千円 

        内 訳 ・報酬等（３名）      １２，２８１千円 

                 ・旅費             ３９８千円 

         ・需用費・役務費         ９６４千円 

                 ・委託料            ６３６千円 

         ・使用料及び賃借料     １，６００千円 

       

(２) 学卒者県内就職促進事業           ４，０７１千円 

        内 訳 ・報償費等           ７６３千円 

・需用費・役務費        ９５３千円 

・委託料            ８６５千円 

・使用料及び賃借料     １，４９０千円 

 

(３) 雇用労働アドバイザー配置運営事業   １１，７９６千円 

        内 訳 ・報酬等（８名）     １０，９４７千円 

         ・旅費              ８４９千円 
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１　電気事業会計

収益的収入及び支出

・事業収益は総額３，７００，９５３千円を予定。うち、電力料は年間４３７，６２６

千キロワットアワーの売電により３，５９９，４９０千円を予定

・事業費は水力発電費など総額３，２１８，２３２千円を予定

・収支差は４８２，７２１千円の見込み

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事業収益 3,700,953

1 営 業 収 益 3,677,147

1 電 力 料 3,599,490 総括原価分　 3,540,139

ＦＩＴ分 59,351

2 営 業 雑 収 益 77,657 管理受託収入 77,216

　(県河川砂防課 アロケ等)

土地貸付料等 441

2 財 務 収 益 9,186

1 受 取 配 当 金 86 東北電力株式配当金

2 受 取 利 息 9,100 国債利息 2,700

他会計貸付金利息 等 6,400

3 営業外収益 14,620

1 長期前受金戻入 14,465

2 事 業 外 収 益 155

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事 業 費 3,218,232

1 営 業 費 用 3,080,396

1 水 力 発 電 費 2,733,380 人件費 571,398

物件費 284,363

修繕費 413,311

(岩見 水車発電機細密点検 等)

補償費 5,906

委託費 139,307

負担金及び分担金 156,811

　(東北電力      31,190)

　(国土交通省    72,587)

　(県河川砂防課　52,301)

(その他負担金     733)

交付金 130,518

減価償却費 637,050

固定資産除却費 369,602

固定資産除却損 25,114

平成２８年度 秋田県公営企業会計の当初予算について

公  営  企  業  課

(1)

収 益 的 収 入 及 び 支 出

項 備　　　考

項 備　　　考
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（単位：千円）

款 目 予 定 額

2 送 電 費 47,266 人件費 21,465

物件費 3,894

修繕費 7,638

補償費 403

委託費 10,576

減価償却費 3,290

3 一 般 管 理 費 259,781 人件費 183,420

物件費 49,102

修繕費 620

委託費 2,604

交付金 90

減価償却費 23,630

固定資産除却損 315

4 萩 形 発 電 所 費 39,969 人件費 9,760

物件費 1,973

修繕費 2,263

委託費 2,623

負担金及び分担金 349

交付金 5,631

減価償却費 17,370

2 財 務 費 用 66,517

1 支 払 利 息 66,517 企業債利息 66,468

借入金利息 49

3 附 帯 事 業 6,352

費 用 1
発 電 所 周 辺 地 域
等 振 興 事 業 費 用 6,352

4 営業外費用 62,967

1 事 業 外 費 用 1

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 61,823

3
事 業 外 固 定
資 産 管 理 費

1,143

5 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

収　支　差 （単位：千円）

482,721

項 備　　　考
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資本的収入及び支出

・収入は企業債、国庫補助金など総額１，７４４，７８５千円を予定

・支出は発電所の改良費など総額１，８１２，３２０千円を予定しており、主な事業は

次のとおり

　早口発電所改良事業（水車発電機等更新、土木施設新設ほか） 739,006 千円

　岩見発電所改良事業（発電機巻線・調速機更新ほか） 299,532 千円

　小和瀬発電所改良事業（大深ダム管理用道路改良ほか） 157,802 千円

  資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 1,744,785

収 入 1 企 業 債 737,396

1
早口発電所大規模
改 良 事 業 債 737,396

2 国庫補助金 7,389

1
成 瀬 発 電 所
建 設 費 補 助 金 7,389

3 1,000,000

1
一 般 会 計 か ら の
長期貸付金償還金 1,000,000

支　　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 1,812,320

支 出 1 建 設 費 48,775

1
成 瀬 発 電 所
建 設 費 48,775

2 改 良 費 1,357,694

1 発 電 所 改 良 費 1,342,729 柴平発電所改良費 10,779

素波里発電所改良費 12,341

早口発電所改良費 739,006

杉沢発電所改良費 10,402

岩見発電所改良費 299,532

鎧畑発電所改良費 16,784

小和瀬発電所改良費 157,802

板戸発電所改良費 86,333

他

2
業 務 設 備
改 良 費 14,965 発電総合集中監視制御

システム構築

(2)

項 備　　　考

他会計からの
長 期 貸 付 金
償 還 金

項 備　　　考
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（単位：千円）

款 目 予 定 額

3 企業債償還金 349,159

1 企 業 債 償 還 金 349,159

4 建設準備費 36,692

1
中 小 水 力
開 発 調 査 費 36,692 砂子沢調査費 他

5 予 備 費 20,000

1 予 備 費 20,000

収　支　差 （単位：千円）

△ 1,067,535

※　不足額については、内部留保資金（中小水力発電開発改良積立金、過年度分損益勘定留保
　資金、当年度分消費税資本的収支調整額）により補てん

(3)成瀬発電所建設事業について

　国土交通省が雄物川水系成瀬川に築造する成瀬ダム（Ｓ58～Ｈ36）の建設を進めており、

平成２７年度は実施設計が完了見込みである。これにより、ダム堤体の設置位置、堤体、

放流・取水口等の具体的計画が判明するため、これらのデータの提供を受けて、発電所建

設場所、発電性能等の基本設計を行う。

・発電所諸元概要

・ 事業費

○総　額　　　３，９５７，３１０千円（H14～H36年度の23カ年継続）

○平成２８年度予算　４８，７７５千円（基本設計等）

　　　成瀬ダム工事事務所　成瀬ダムパンフレットより

項 備　　　考

一般会計長期貸付金償還金を除
く
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(4)砂子沢発電所建設事業について
砂子沢ダムの既存の利水放流及び河川維持放流を利用して、稼働効率や経済性に

優れた小水力発電の建設を進める。

・発電所諸元概要
所 在 地 秋田県鹿角郡小坂町字向地内（砂子沢ダム直下）
最 大 出 力 150 kW 最大発電水量 0.41m3/s
有 効 落 差 49.3m 発 電 方 式 ダム式
年間供給電力量 1,008千kWh

・事業費
○総 額 ２７４，７００千円（H28～H31年度）
○平成２８年度予算 ２７，３４８千円（基本・実施設計等）

(5)業務設備改良について
電力システム改革（第３段階）において、平成３２年度までに送配電部門の法的分

離が行われ、全発電所の総電力量を発電計画値と同時同量にする運用が必要となって
くる。そのため、現在３事務所で行っている監視制御業務を１箇所に集中した監視制
御システムを構築する。

・事業費
○総 額 １，０００，０００千円（H28～H31年度）
○平成２８年度予算 １４，９６５千円（基本設計等）

集中監視制御装置（岩手県企業局パンフレットより）

既設バルブ室

発電所候補地
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２　工業用水道事業会計 

収益的収入及び支出

・事業収益は総額１，０７５，６９７千円を予定。うち、秋田工業用水道使用料は２８

事業所に対して一日平均１５７，０１８㎥の給水により年間収入は９１１，７３５千

円を予定

・事業費は維持管理費など総額７９１，８２５千円を予定

・収支差は２８３，８７２千円の見込み

収　 　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事業収益 1,075,697

1 953,600

1
秋 田 工 業 用
水 道 使 用 料

911,735 勝平系（２５社） 887,870

御所野系（３社） 23,865

2 営 業 雑 収 益 41,865 御所野地区建設負担金等

2 112,470

1 受 取 利 息 25 貸付金等利息

2 長期前受金戻入 61,635

3 雑 収 益 8

4
消 費 税 及 び
地方消費税還付金

50,802

3 9,627

1
そ の 他
特 別 利 益

9,627 退職給付引当金等

支 　　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 事 業 費 791,825

1 743,806

1 維 持 管 理 費 727,206 人件費 47,966

物件費 6,654

動力費 163,000

維持修繕費 19,292

(勝平系送水ﾎﾟﾝﾌﾟ用電動機点検整備 12,420)

負担金及び分担金 17,838

(国土交通省 他)

交付金 14,330

委託費 133,923

(指定管理委託        110,200)

(取水施設撤去詳細設計 11,664)

(その他委託費　       12,059)

減価償却費 323,246

固定資産除却費 271

固定資産除却損 686

2 一 般 管 理 費 16,600 人件費 9,189

物件費 6,669

委託費 442

維持修繕費 300

特 別 利 益

営 業 費 用

項 備　　　考

(1)

収 益 的 収 入 及 び 支 出 

項 備　　　考

営 業 収 益

営 業 外 収 益
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（単位：千円）

款 目 予 定 額

2 43,019

1 支 払 利 息 43,018 企業債利息 41,969

借入金利息 1,049

2 雑 支 出 1

3 5,000

1 予 備 費 5,000

（単位：千円）

283,872

資本的収入及び支出

・収入は総額６３４，０００千円を予定

・支出は秋田工業用水道改良費など総額１，４１１，８０１千円を予定しており、主な

事業は次のとおり

　取水施設更新切替工事（電気設備、機械設備 等） 1,168,902 千円

　勝平系給水管布設工事 100,000 千円

収 　　　入 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 634,000

収 入 1 634,000

1
秋田工業用水道
改 良 事 業 債

634,000

支　 　　出 （単位：千円）

款 目 予 定 額

1 資 本 的 1,411,801

支 出 1 1,294,391

1
秋 田 工 業 用
水 道 改 良 費

1,294,391 取水施設更新切替 1,168,902

その他 125,489

2 112,410

1 企業債償還金 112,410

3 5,000

1 予 備 費 5,000

（単位：千円）

△ 777,801

※　不足額については、内部留保資金（過年度分損益勘定留保資金、当年度分消費税資本的
　収支調整額）により補てん

収　支　差

予 備 費

企業債償還金

改 良 費

備　　　考

企 業 債

項

予 備 費

収　支　差

資 本 的 収 入 及 び 支 出 

項 備　　　考

項 備　　　考

営 業 外 費 用

(2)
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(3)秋田工業用水道 取水施設更新切替について

平成２４年２月に発生したアイスジャムによる取水障害の対策として、旧第二工

水の既存取水施設を利活用した取水施設の更新を行い、工業用水の安定供給を図る。

平成２８年１２月に新施設への切替を行い、通水試験を実施した後、平成２９年

４月１日から本格稼働とする。

・事業内容

①導水管、導水函渠、導水ポンプの新設（10万ｔ／日×３台）

②ポンプ棟の耐震補強工事

・事業費

○総 額 ２，１０５，９８４千円（Ｈ２５～Ｈ２８）

○平成２８年度予算（改良費） １，２９４，３９１千円

うち取水施設更新切替関連 １，１６８，９０２千円

取水施設電気設備工事(ポンプ棟､管理棟) ５７４，４７４千円

取水施設機械設備工事 ４２３，８１６千円

その他（導水函渠敷設工事、監理委託 等） １７０，６１２千円

・概要図
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（ 参　考 ）                  電気事業会計前年度比較表

収益的収支及び資本的収支 （単位：千円）

事業名
区分

収　　　入　　Ａ 3,403,762 3,700,953 297,191

うち電力料 3,361,991 3,599,490 237,499

支　　　出　　Ｂ 2,951,517 3,218,232 266,715

うち営業費用 2,785,599 3,080,396 294,797

収　支　差　　Ａ－Ｂ＝Ｃ 452,245 482,721 30,476

※当年度発生損益勘定留保資金 720,441 693,024 △ 27,417

減価償却費 670,491 668,122 △ 2,369

固定資産除却損等 49,950 24,902 △ 25,048

収　　　入　　Ａ 1,697,753 1,744,785 47,032

うち他会計からの長期貸付金
償還金　　　Ａ'

900,000 1,000,000 100,000

支　　　出　　Ｂ 1,908,067 1,812,320 △ 95,747

うち建設改良費 1,427,184 1,406,469 △ 20,715

収　支　差

Ａ－Ａ’－Ｂ＝Ｃ

補　て　ん　財　源 1,110,314 1,067,535 △ 42,779

過年度内部留保資金 1,001,050 961,368 △ 39,682

当年度内部留保資金 109,264 106,167 △ 3,097

予定貸借対照表 （単位：千円）
事業名

区分

資　産　合　計 25,073,709 26,538,102 1,464,393

固　定　資　産 17,856,740 17,471,374 △ 385,366

流　動　資　産 7,216,969 9,066,728 1,849,759

負　債　合　計 4,002,259 4,483,019 480,760

固　定　負　債 3,094,269 3,539,195 444,926

流　動　負　債 441,207 486,927 45,720

繰　延　収　益 466,783 456,897 △ 9,886

資　本　合　計 21,071,450 22,055,083 983,633

資　　本　　金 17,286,819 17,778,836 492,017

自己資本金 17,286,819 17,778,836 492,017

剰　　余　　金 3,784,631 4,276,247 491,616

資本剰余金 5,638 5,638 0

利益剰余金 3,778,993 4,270,609 491,616

負　債　資　本　合　計 25,073,709 26,538,102 1,464,393

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

平成２７年度 平成２８年度 比　　較

比　　較平成２７年度 平成２８年度

△ 1,110,314 △ 1,067,535 42,779
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（ 参　考 ）　　　　　　工業用水道事業会計前年度比較表

収益的収支及び資本的収支 （単位：千円）

事業名

区分

収　　　入　　Ａ 1,028,611 1,075,697 47,086

うち秋田工業用水道使用料 898,447 911,735 13,288

支　　　出　　Ｂ 898,173 791,825 △ 106,348

うち営業費用 850,606 743,806 △ 106,800

収　支　差　  Ａ－Ｂ＝Ｃ 130,438 283,872 153,434

※当年度発生損益勘定留保資金 263,537 262,297 △ 1,240

減価償却費 260,330 261,611 1,281

固定資産除却損等 3,207 686 △ 2,521

収　　　入　　Ａ 477,000 634,000 157,000

うち企業債 377,000 634,000 257,000

うち他会計からの長期貸付金
償還金　　　Ａ'

100,000 0 △ 100,000

支　　　出　　Ｂ 1,097,720 1,411,801 314,081

うち改良費 872,706 1,294,391 421,685

収　支　差　Ａ－Ａ’－Ｂ＝Ｃ △ 720,720 △ 777,801 △ 57,081

補　て　ん　財　源 720,720 777,801 57,081

過年度内部留保資金 656,076 681,921 25,845

当年度内部留保資金 64,644 95,880 31,236

予定貸借対照表 （単位：千円）

事業名

区分

資　産　合　計 19,619,574 20,363,706 744,132

固　定　資　産 18,575,824 19,345,402 769,578

流　動　資　産 1,043,750 1,018,304 △ 25,446

負　債　合　計 13,512,853 13,974,116 461,263

固　定　負　債 2,970,667 3,476,425 505,758

流　動　負　債 138,896 156,036 17,140

繰　延　収　益 10,403,290 10,341,655 △ 61,635

資　本　合　計 6,106,721 6,389,590 282,869

資　　本　　金 4,945,274 5,120,928 175,654

自己資本金 4,945,274 5,120,928 175,654

剰　　余　　金 1,161,447 1,268,662 107,215

資本剰余金 755,490 755,490 0

利益剰余金 405,957 513,172 107,215

負　債　資　本　合　計 19,619,574 20,363,706 744,132

比　　較

平成２７年度 比　　較

収
益
的
収
支

資
本
的
収
支

平成２８年度

平成２７年度 平成２８年度
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企業職員の給与の種類および基準を定める条例の一部を改正する条例案について

公 営 企 業 課

１ 改正理由

地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成２６年法律第３４号）
及び行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第６９
号）による地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）の一部改正に伴い、所要の規定
の整理を行う必要がある。

２ 改正内容

引用している地方公営企業法の条項を改める。（第１３条の２関係）

３ 施行期日

平成２８年４月１日から施行する。
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企
業
職
員
の
給
与
の
種
類
お
よ
び
基
準
を
定
め
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
給
与
の
減
額
）

（
給
与
の
減
額
）

第
十
三
条
の
二

略

第
十
三
条
の
二

略

２

職
員
が
次
に
掲
げ
る
休
業
、
勤
務
の
形
態
又
は
休
暇
の
承
認
を
受
け
て
勤

２

職
員
が
次
に
掲
げ
る
休
業
、
勤
務
の
形
態
又
は
休
暇
の
承
認
を
受
け
て
勤

務
し
な
い
場
合
に
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
勤
務
し
な
い
一

務
し
な
い
場
合
に
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
勤
務
し
な
い
一

時
間
（
第
三
号
に
掲
げ
る
勤
務
の
形
態
を
し
て
い
る
職
員
に
あ
つ
て
は
、
当

時
間
（
第
三
号
に
掲
げ
る
勤
務
の
形
態
を
し
て
い
る
職
員
に
あ
つ
て
は
、
当

該
勤
務
の
形
態
を
し
な
か
つ
た
と
仮
定
し
た
場
合
の
勤
務
時
間
か
ら
そ
の
者

該
勤
務
の
形
態
を
し
な
か
つ
た
と
仮
定
し
た
場
合
の
勤
務
時
間
か
ら
そ
の
者

の
勤
務
時
間
を
減
じ
て
得
た
時
間
一
時
間
）
に
つ
き
、
勤
務
一
時
間
当
た
り

の
勤
務
時
間
を
減
じ
て
得
た
時
間
一
時
間
）
に
つ
き
、
勤
務
一
時
間
当
た
り

の
給
与
額
を
減
額
し
て
給
与
を
支
給
す
る
。

の
給
与
額
を
減
額
し
て
給
与
を
支
給
す
る
。

一
・
二

略

一
・
二

略

三

地
方
公
営
企
業
法
第
三
十
九
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適

三

地
方
公
営
企
業
法
第
三
十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適

用
さ
れ
る
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律

用
さ
れ
る
地
方
公
務
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
三
年
法
律

第
百
十
号
）
第
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
育
児
短
時
間
勤
務

第
百
十
号
）
第
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
育
児
短
時
間
勤
務

四
・
五

略

四
・
五

略
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